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(57)【要約】
【課題】表面硬度および平面性の両方に十分に優れたハードコートフィルムおよびその製
造方法を提供すること。
【解決手段】基材上にハードコート層用塗膜を形成した後、紫外線を２以上の工程に分け
て照射するハードコートフィルムの製造方法であって、１回目の紫外線照射工程における
紫外線の照度が５０～１５０ｍＷ／ｃｍ２、光量が５０～２００ｍＪ／ｃｍ２であり、２
回目以降の各紫外線照射工程における紫外線の照度が５０ｍＷ／ｃｍ２以上、光量が５０
ｍＪ／ｃｍ２以上であり、全紫外線照射工程における紫外線の積算光量が１００～５００
ｍＪ／ｃｍ２であることを特徴とするハードコートフィルムの製造方法および該方法で製
造されたハードコートフィルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
基材上にハードコート層用塗膜を形成した後、紫外線を２以上の工程に分けて照射するハ
ードコートフィルムの製造方法であって、
１回目の紫外線照射工程における紫外線の照度が５０～１５０ｍＷ／ｃｍ２、光量が５０
～２００ｍＪ／ｃｍ２であり、
２回目以降の各紫外線照射工程における紫外線の照度が５０ｍＷ／ｃｍ２以上、光量が５
０ｍＪ／ｃｍ２以上であり、
全紫外線照射工程における紫外線の積算光量が１００～５００ｍＪ／ｃｍ２であることを
特徴とするハードコートフィルムの製造方法。
【請求項２】
紫外線を２または３の工程にわけて照射する請求項１に記載のハードコートフィルムの製
造方法。
【請求項３】
２回目以降の各紫外線照射工程における紫外線の照度が５０～２００ｍＷ／ｃｍ２、光量
が５０～２００ｍＪ／ｃｍ２である請求項１または２に記載のハードコートフィルムの製
造方法。
【請求項４】
各工程を以下の順序で実施する請求項１～３のいずれかに記載のハードコートフィルムの
製造方法。
　（１）ハードコート層用塗膜形成工程（ＨＣ塗膜形成工程）－第１紫外線工程（第１Ｕ
Ｖ工程）－第２紫外線工程（第２ＵＶ工程）；または
　（２）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程－第３ＵＶ工程
【請求項５】
１回目の紫外線照射工程（第１ＵＶ工程）後において低屈折率層用塗膜（ＬＲ塗膜）を形
成する請求項１～４のいずれかに記載のハードコートフィルムの製造方法であって、各工
程を以下の順序で実施するハードコートフィルムの製造方法。
　（３）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程－第２ＵＶ工程；
　（４）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程；
　（５）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程－第３ＵＶ
工程；または
　（６）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程－第２ＵＶ工程－第３ＵＶ
工程
【請求項６】
基材幅が１０００ｍｍ以上、基材厚み／基材幅が１０～１００ｒｐｍである請求項１～５
のいずれかに記載のハードコートフィルムの製造方法。
【請求項７】
ハードコート層用塗膜形成幅の基材幅に対する割合が７５％以上である請求項１～６のい
ずれかに記載のハードコートフィルムの製造方法。
【請求項８】
基材がセルロースエステルフィルムである請求項１～７のいずれかに記載のハードコート
フィルムの製造方法。
【請求項９】
ハードコート層用塗膜が多官能（メタ）アクリレートを含む紫外線硬化性化合物を含有す
る請求項１～８のいずれかに記載のハードコートフィルムの製造方法。
【請求項１０】
低屈折率層用塗膜が硬化性化合物を含み、硬化によって基材よりも屈折率が低い層となる
請求項５に記載のハードコートフィルムの製造方法。
【請求項１１】
低屈折率層用塗膜に含まれる硬化性化合物が熱硬化性重縮合型化合物、熱および／または
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光硬化性カチオン重合型化合物、および熱および／または光硬化性ラジカル重合型化合物
からなる群から選択される１種類以上の化合物である請求項１０に記載のハードコートフ
ィルムの製造方法。
【請求項１２】
低屈折率用塗膜に含まれる硬化性化合物が、下記一般式（５）で表される有機珪素化合物
もしくはその加水分解物或いはその重縮合物を含有している請求項１０または１１に記載
のハードコートフィルムの製造方法。
　　Ｒ２ｍＳｉＸ２４－ｍ　　　・・・（５）
　式中、Ｒ２はエポキシ基、Ｘ２は水酸基または加水分解可能な置換基であり、ｍは０～
３の整数である。
【請求項１３】
低屈折率用塗膜が、光カチオン重合開始剤を含む請求項１０～１２のいずれかに記載のハ
ードコートフィルムの製造方法。
【請求項１４】
前記光カチオン重合開始剤が、オニウム化合物、有機ハロゲン化合物、ジスルホン化合物
から選択される何れかの化合物である請求項１３に記載のハードコートフィルムの製造方
法。
【請求項１５】
請求項１～１１のいずれかに記載のハードコートフィルムの製造方法で製造されたハード
コートフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はハードコート層を有するハードコートフィルムおよびその製造方法、特に光学
フィルムとしての使用に適したハードコートフィルムおよびその製造方法に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置には、例えば、偏光板用保護フィルム、光学補償フィルム、視野角向上フ
ィルム、防眩フィルム、無反射フィルム、帯電防止フィルム、導電性フィルム、反射防止
フィルム等の光学フィルムが使用されている。そのような光学フィルムには、耐擦傷性の
観点から、フィルム基材の表面にハードコート層を形成したハードコートフィルムを使用
することが知られている。
【０００３】
　ハードコートフィルムの製造方法としては、特定の（メタ）アクリレートを含有する紫
外線硬化性樹脂組成物を透明基材上に塗布した後、得られる塗膜に、第一の照射工程で、
空気中より酸素が少ない状態にて透明基材側から紫外線を照射して紫外線硬化性樹脂組成
物を硬化させ、さらに第二の照射工程で塗膜側からの紫外線照射を少なくとも１回行う方
法が提案されている（特許文献１）。
【０００４】
　しかしながら、従来のハードコートフィルムの製造方法では、表面硬度が比較的高いハ
ードコートフィルムが得られるものの、表面の平面性が低下するため、優れた表面硬度と
平面性とを両立させることができない、という問題があった。上記問題は、ハードコート
フィルムの表面に低屈折率層を形成した場合にも同様に生じた。特に、上記問題は、基板
の幅が広く、かつ基材の厚みが薄い場合に、より一層顕著であった。
【特許文献１】特開２００７－２６２２８１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、表面硬度および平面性の両方に十分に優れたハードコートフィルムおよびそ
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の製造方法を提供することを目的とする。
【０００６】
　本発明は、基板の幅が比較的広く、かつ基板の厚みが比較的薄くても、表面硬度および
平面性の両方に十分に優れたハードコートフィルムおよびその製造方法を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、基材上にハードコート層用塗膜を形成した後、紫外線を２以上の工程に分け
て照射するハードコートフィルムの製造方法であって、
　１回目の紫外線照射工程における紫外線の照度が５０～１５０ｍＷ／ｃｍ２、光量が５
０～２００ｍＪ／ｃｍ２であり、
　２回目以降の各紫外線照射工程における紫外線の照度が５０ｍＷ／ｃｍ２以上、光量が
５０ｍＪ／ｃｍ２以上であり、
　全紫外線照射工程における紫外線の積算光量が１００～５００ｍＪ／ｃｍ２であること
を特徴とするハードコートフィルムの製造方法および該方法で製造されたハードコートフ
ィルムに関する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、表面硬度および平面性の両方に十分に優れたハードコートフィルムを
製造できる。しかも、基板の幅が比較的広く、かつ基板の厚みが比較的薄くても、表面硬
度および平面性の両方に十分に優れたハードコートフィルムを製造できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明に係るハードコートフィルムの製造方法では、基材上にハードコート層用塗膜を
形成した後、紫外線を２以上の工程に分けて照射する。以下、本発明において実施される
各工程について詳しく説明する。本明細書中、「ＨＣ」はハードコート層を意味するもの
とする。１回目の紫外線照射工程は「第１ＵＶ工程」、２回目の紫外線照射工程は「第２
ＵＶ工程」、３回目の紫外線照射工程は「第３ＵＶ工程」と表記するものとする。
【００１０】
　（ＨＣ塗膜形成工程）
　ＨＣ塗膜は紫外線硬化性化合物を含むＨＣ用組成物を基板上に塗布することによって形
成される。塗布方法は、均一な厚みの塗膜を形成できれば特に制限されず、例えば、押出
コーター法、グラビアコーター法、ディップコーター法、リバースコーター法、ワイヤー
バーコーター法、ダイコーター法、またはスプレー塗布法、インクジェット塗布法等が挙
げられる。塗布は、搬送される基材に対して連続的に行うことが好ましい。ＨＣ塗膜の膜
厚は、特に制限されず、例えば、ハードコートフィルムにおけるＨＣの最終ドライ膜厚が
０．１～３０μｍ、好ましくは１～２０μｍとなるような範囲であればよい。ＨＣ塗膜は
後述のＵＶ工程によって硬化され、２３℃、波長５５０ｎｍでの屈折率が１．４９～２．
２のＨＣが形成される。
【００１１】
　ＨＣ塗膜を構成する紫外線硬化性化合物は、紫外線により硬化可能な化合物であって、
フィルムのハードコート層の分野で従来から使用されているものが使用可能である。ＨＣ
用紫外線硬化性化合物として、例えば、多官能（メタ）アクリレート、単官能ラジカル重
合性単量体等が挙げられる。ＨＣ用組成物は少なくとも多官能（メタ）アクリレートを含
むことが好ましい。本明細書中、（メタ）アクリレートはアクリレートとメタクリレート
とを包含して意味するものとする。
【００１２】
　多官能（メタ）アクリレートは、分子中に２個以上のアクリロイルオキシ基及び／また
はメタクロイルオキシ基を有する化合物である。多官能（メタ）アクリレートとしては、
ペンタエリスリトール多官能（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトール多官能（メ
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タ）アクリレート、ペンタエリスリトール多官能（メタ）アクリレート、及びジペンタエ
リスリトール多官能（メタ）アクリレートよりなる群から選ばれることが好ましい。
【００１３】
　多官能（メタ）アクリレートの具体例としては、例えばエチレングリコールジアクリレ
ート、ジエチレングリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート
、ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、
トリメチロールエタントリアクリレート、テトラメチロールメタントリアクリレート、テ
トラメチロールメタンテトラアクリレート、ペンタグリセロールトリアクリレート、ペン
タエリスリトールジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリ
スリトールテトラアクリレート、グリセリントリアクリレート、ジペンタエリスリトール
トリアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトー
ルペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、トリス（アクリロ
イルオキシエチル）イソシアヌレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレ
ングリコールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペン
チルグリコールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリメ
チロールエタントリメタクリレート、テトラメチロールメタントリメタクリレート、テト
ラメチロールメタンテトラメタクリレート、ペンタグリセロールトリメタクリレート、ペ
ンタエリスリトールジメタクリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ペン
タエリスリトールテトラメタクリレート、グリセリントリメタクリレート、ジペンタエリ
スリトールトリメタクリレート、ジペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペン
タエリスリトールペンタメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート
、イソボロニルアクリレート、多官能ウレタン（メタ）アクリレート等が好ましく挙げら
れる。これらの化合物は、それぞれ単独または２種以上を混合して用いられる。上記モノ
マーの２量体、３量体等のオリゴマーであってもよい。
【００１４】
　単官能ラジカル重合性単量体は、分子中に１個のラジカル重合性基を有する化合物であ
る。単官能ラジカル重合性単量体の具体例としては、例えばスチレン、ｐ－メチルスチレ
ン、ｐ－クロロメチルスチレン、又はビニルトルエン等のスチレン系単量体；メチル（メ
タ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、
ｉ－プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｉ－ブチル（メ
タ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アク
リレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレ
ート、ラウリル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、イソボルニル
（メタ）アクリレート、アダマンチル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレ
ート、又はベンジル（メタ）アクリレート等の炭化水素基をもつ（メタ）アクリレート系
単量体；これらの（メタ）アクリレート系単量体の水素原子をフッ素原子、塩素原子、又
は臭素原子等で置換した（メタ）アクリレート系単量体；酢酸ビニル、安息香酸ビニル、
又は分岐状モノカルボン酸のビニルエステル（ベオバ：シェル化学株式会社製）等のビニ
ルエステル系単量体；アクリロニトリル、又はメタクリロニトリル等のアクリロニトリル
系単量体；エチルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、ｉ－ブチルビニルエーテ
ル、又はシクロヘキシルビニルエーテル等のビニルエーテル系単量体；（メタ）アクリル
アミド、ジメチル（メタ）アクリルアミド、又はジアセトンアクリルアミド等のアクリル
アミド系単量体；ビニルピリジン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート
、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アク
リルアミド、４－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）スチレン、又はＮ－｛２－（メタ）アクリ
ロイルオキシエチル｝ピペリジン等の塩基性窒素含有ビニル化合物系単量体；グリシジル
（メタ）アクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート、
又は３，４－エポキシビニルシクロヘキサン等のエポキシ基含有ビニル化合物系単量体；
（メタ）アクリル酸、アンゲリカ酸、クロトン酸、マレイン酸、４－ビニル安息香酸、ｐ
－ビニルベンゼンスルホン酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエタンスルホン酸、又は
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モノ｛２－（メタ）アクリロイルオキシエチル｝アシッドホスフェート等の酸性ビニル化
合物系単量体；ｐ－ヒドロキシメチルスチレン、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メ
タ）アクリレート、ジ－２－ヒドロキシエチルフマレート、ポリエチレングリコールもし
くはポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、又はこれらのε－カプロラク
トン付加物、（メタ）アクリル酸、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、も
しくはシトラコン酸のようなα，β－エチレン性不飽和カルボン酸とε－カプロラクトン
との付加物、前記のα，β－エチレン性不飽和カルボン酸のヒドロキシアルキルエステル
類、又はα，β－エチレン性不飽和カルボン酸とブチルグリシジルエーテル、フェニルグ
リシジルエーテル、分岐状カルボン酸グリシジルエステル（カージュラＥ；シェル化学株
式会社製）のようなエポキシ化合物との付加物等の水酸基含有ビニル化合物系単量体；ビ
ニルトリメトキシシラン、γ－メタクリルオキシエチルトリメトキシシラン、γ－メタク
リルオキシエチルメチルジメトキシシラン等のシラン化合物系単量体；エチレン、プロピ
レン等のオレフィン系単量体；塩化ビニル、塩化ビニリデン、臭化ビニル、フッ化ビニル
、テトラフルオロエチレン、又はクロロトリフルオロエチレン等のハロゲン化オレフィン
系単量体；その他マレイミド、ビニルスルホン等を挙げることができる。これら単量体は
、単独、あるいは２種類以上を混合して用いてもよく、主として共重合性の観点から（メ
タ）アクリレート系が好ましく用いられる。上記単量体の２量体、３量体等のオリゴマー
であってもよい。
【００１５】
　紫外線硬化性化合物の含有量は、ＨＣ用組成物（以下、ＨＣ塗布液とも言う）では、固
形分中の５０質量％以上９８質量％未満であることが好ましい。特に多官能（メタ）アク
リレートの使用量は紫外線硬化性化合物全量に対して５０質量％以上１００質量％以下で
あることが好ましい。
【００１６】
　ＨＣ用組成物は紫外線硬化性化合物の硬化促進のため、光重合開始剤を含有することが
好ましい。光重合開始剤の含有量は、質量比で、光重合開始剤：紫外線硬化性化合物＝２
０：１００～０．０１：１００であることが好ましい。
【００１７】
　光重合開始剤としては、具体的には、アセトフェノン、ベンゾフェノン、ヒドロキシベ
ンゾフェノン、ミヒラーケトン、α－アミロキシムエステル、チオキサントン等及びこれ
らの誘導体を挙げることができるが、特にこれらに限定されるものではない。
【００１８】
　ＨＣ用組成物には、レベリング剤、屈折率調整剤、有機溶媒、酸化防止剤、導電剤、色
調調整剤等の添加剤を含有させてもよい。
【００１９】
　レベリング剤を含有させることにより、平面性をさらに向上させることができる。
【００２０】
　レベリング剤はＨＬＢ値が３～１８の化合物であり、湿熱処理後の耐擦傷性に優れる点
から、好ましくはＨＬＢ値が８～１４のものが使用される。ＨＬＢ値とは、Ｈｙｄｒｏｐ
ｈｉｌｅ－Ｌｉｐｏｐｈｉｌｅ－Ｂａｌａｎｃｅ、親水性－親油性－バランスのことであ
り、化合物の親水性又は親油性の大きさを示す値である。ＨＬＢ値が小さいほど親油性が
高く、値が大きいほど親水性が高くなる。
【００２１】
　ＨＬＢ値は以下のような計算式によって求めることができる。
【００２２】
　ＨＬＢ＝７＋１１．７Ｌｏｇ（Ｍｗ／Ｍｏ）
　式中、Ｍｗは親水基の分子量、Ｍｏは親油基の分子量を表し、Ｍｗ＋Ｍｏ＝Ｍ（化合物
の分子量）である。
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【００２３】
　或いはグリフィン法によれば、ＨＬＢ値＝２０×親水部の式量の総和／分子量（Ｊ．Ｓ
ｏｃ．Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　Ｃｈｅｍ．，５（１９５４），２９４）等を利用して求めるこ
とができる。
【００２４】
　レベリング剤の具体的化合物を下記に挙げるが、本発明はこれに限定されるものでない
。（　）内はＨＬＢ値を示す。
【００２５】
　花王株式会社製：エマルゲン１０２ＫＧ（６．３）、エマルゲン１０３（８．１）、エ
マルゲン１０４Ｐ（９．６）、エマルゲン１０５（９．７）、エマルゲン１０６（１０．
５）、エマルゲン１０８（１２．１）、エマルゲン１０９Ｐ（１３．６）、エマルゲン１
２０（１５．３）、エマルゲン１２３Ｐ（１６．９）、エマルゲン１４７（１６．３）、
エマルゲン２１０Ｐ（１０．７）、エマルゲン２２０（１４．２）、エマルゲン３０６Ｐ
（９．４）、エマルゲン３２０Ｐ（１３．９）、エマルゲン４０４（８．８）、エマルゲ
ン４０８（１０．０）、エマルゲン４０９ＰＶ（１２．０）、エマルゲン４２０（１３．
６）、エマルゲン４３０（１６．２）、エマルゲン７０５（１０．５）、エマルゲン７０
７（１２．１）、エマルゲン７０９（１３．３）、エマルゲン１１０８（１３．５）、エ
マルゲン１１１８Ｓ－７０（１６．４）、エマルゲン１１３５Ｓ－７０（１７．９）、エ
マルゲン２０２０Ｇ－ＨＡ（１３．０）、エマルゲン２０２５Ｇ（１５．７）、エマルゲ
ンＬＳ－１０６（１２．５）、エマルゲンＬＳ－１１０（１３．４）、エマルゲンＬＳ－
１１４（１４．０）、エマルゲンＭＳ－１１０（１２．７）、エマルゲンＡ－６０（１２
．８）、エマルゲンＡ－９０（１４．５）、エマルゲンＡ－５００（１８．０）、エマル
ゲンＢ－６６（１３．２）、ラテムルＰＤ－４２０（１２．６）、ラテムルＰＤ－４３０
（１４．４）、ラテムルＰＤ－４３０Ｓ（１４．４）、ラテムルＰＤ－４５０（１６．２
）、レオドールＳＰ－Ｌ１０（８．６）、レオドールＳＰ－Ｐ１０（６．７）、レオドー
ルＳＰ－Ｓ１０Ｖ（４．７）、レオドールＳＰ－Ｓ２０（４．４）、レオドールＳＰ－Ｏ
１０Ｖ（４．３）、レオドールスーパーＳＰ－Ｌ１０（８．６）、レオドールＡＳ１０Ｖ
（４．７）、レオドールＡＯ－１０Ｖ（４．３）、レオドールＡＯ－１５Ｖ（３．７）、
エマゾールＬ－１０Ｖ（８．６）、エマゾールＰ－１０Ｖ（６．７）、エマゾールＳ－１
０Ｖ（４．７）、エマゾールＯ－１０Ｖ（４．３）、レオドールＴＷ－Ｌ１２０（１６．
７）、レオドールＴＷ－Ｌ１０６（１３．３）、レオドールＴＷ－Ｐ１２０（１５．６）
、レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ（１４．９）、レオドールＴＷ－Ｓ１０６Ｖ（９．６）、
レオドールＴＷ－Ｓ３２０Ｖ（１０．５）、レオドールＴＷ－Ｏ１２０Ｖ（１５．０）、
レオドールＴＷ－Ｏ１０６Ｖ（１０．０）、レオドールＴＷ－Ｏ３２０Ｖ（１１．０）、
レオドールスーパーＴＷ－Ｌ１２０（１６．７）、レオドール４３０Ｖ（１０．５）、レ
オドール４４０Ｖ（１１．８）、レオドール４６０Ｖ（１３．８）、レオドールＭＳ－６
０（３．５）、レオドールＭＳ－１６５Ｖ（１１．０）、エキセルＴ－９５（３．８）、
エキセルＶＳ－９５（３．８）、エキセルＯ－９５Ｒ（３．５）、エキセル２００（３．
５）、エキセル１２２Ｖ（３．５）、エマノーン１１１２（１３．７）、エマノーン４１
１０（１１．６）、エマノーンＣＨ－２５（１０．７）、エマノーンＣＨ－４０（１２．
５）、エマノーンＣＨ－６０（Ｋ）（１４．０）、エマノーンＣＨ－８０（１５．０）、
アミート１０２（６．３）、アミート１０５（９．８）、アミート１０５Ａ（１０．８）
、アミート３０２（５．１）、アミート３２０（１５．４）、アミノーンＰＫ－０２Ｓ（
５．５）、アミノーンＬ－０２（５．８）、日信化学工業株式会社製：サーフィノール１
０４Ｅ（４）、サーフィノール１０４Ｈ（４）、サーフィノール１０４Ａ（４）、サーフ
ィノール１０４ＢＣ（４）、サーフィノール１０４ＤＰＭ（４）、サーフィノール１０４
ＰＡ（４）、サーフィノール１０４ＰＧ－５０（４）、サーフィノール１０４Ｓ（４）、
サーフィノール４２０（４）、サーフィノール４４０（８）、サーフィノール４６５（１
３）、サーフィノール４８５（１７）、サーフィノールＳＥ（６）、サーフィノールＳＥ
－Ｆ（６）、サーフィノール６１（６）、サーフィノール６０４（８）、サーフィノール
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２５０２（８）、サーフィノール８２（４）、サーフィノールＤＦ１１０Ｄ（３）、サー
フィノールＣＴ１１１（８～１１）、サーフィノールＣＴ１２１（１１～１５）、サーフ
ィノールＣＴ１３６（１３）、サーフィノールＴＧ（９）、サーフィノールＧＡ（１３）
、オルフィンＳＴＧ（９～１０）、オルフィンＥ１００４（７～９）、オルフィンＥ１０
１０（１３～１４）、信越化学工業株式会社製：Ｘ－２２－４２７２（７）、Ｘ－２２－
６２６６（８）、ＫＦ－３５１（１２）、ＫＦ－３５２（７）、ＫＦ－３５３（１０）、
ＫＦ－３５４Ｌ（１６）、ＫＦ－３５５Ａ（１２）、ＫＦ－６１５Ａ（１０）、ＫＦ－９
４５（４）、ＫＦ－６１８（１１）、ＫＦ－６０１１（１２）、ＫＦ－６０１５（４）、
ＫＦ－６００４（５）。
【００２６】
　レベリング剤は、ＨＣ用組成物の固形分中の０．００５質量％以上、５０質量％未満で
用いることが好ましい。レベリング剤は２種類以上併用して用いても良い。
【００２７】
　屈折率調整剤は無機微粒子および有機微粒子が使用され、ハードコート層の屈折率や滑
り性を調整する。
【００２８】
　無機微粒子の具体例として、例えば、酸化珪素、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化
スズ、酸化インジウム、ＩＴＯ、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、酸化マグネシウム、炭酸
カルシウム、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウム、
水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネシウム及びリン酸カルシウム
を挙げることができる。特に、酸化珪素、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニ
ウム、酸化マグネシウム等が好ましく用いられる。
【００２９】
　有機微粒子の具体例として、例えば、ポリメタアクリル酸メチルアクリレート樹脂粉末
、アクリルスチレン系樹脂粉末、ポリメチルメタクリレート樹脂粉末、シリコン系樹脂粉
末、ポリスチレン系樹脂粉末、ポリカーボネート樹脂粉末、ベンゾグアナミン系樹脂粉末
、メラミン系樹脂粉末、ポリオレフィン系樹脂粉末、ポリエステル系樹脂粉末、ポリアミ
ド系樹脂粉末、ポリイミド系樹脂粉末、またはポリ弗化エチレン系樹脂粉末等を挙げるこ
とができる。特に好ましくは、架橋ポリスチレン粒子（例えば、綜研化学製ＳＸ－１３０
Ｈ、ＳＸ－２００Ｈ、ＳＸ－３５０Ｈ）、ポリメチルメタクリレート系粒子（例えば、綜
研化学製ＭＸ１５０、ＭＸ３００）、フッ素含有アクリル樹脂微粒子が挙げられる。フッ
素含有アクリル樹脂微粒子としては、例えば日本ペイント製：ＦＳ－７０１等の市販品が
挙げられる。また、アクリル粒子として、例えば日本ペイント製：Ｓ－４０００、アクリ
ル－スチレン粒子として、例えば日本ペイント製：Ｓ－１２００、ＭＧ－２５１等が挙げ
られる。
【００３０】
　無機微粒子および有機微粒子の平均粒径としては、０．０１～５μｍが好ましく０．１
～５．０μｍ、更に、０．１～４．０μｍであることが特に好ましい。また、粒径の異な
る２種以上の微粒子を含有することが好ましい。屈折率調整剤の含有量は、紫外線硬化性
化合物１００質量部に対して、０．１～３０質量部が望ましい。
【００３１】
　有機溶媒としては、例えば、炭化水素類（トルエン、キシレン、）、アルコール類（メ
タノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、シクロヘキサノール）、ケトン
類（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン）、エステル類（酢酸メチ
ル、酢酸エチル、乳酸メチル）、グリコールエーテル類、その他の有機溶媒の中から適宜
選択し、またはこれらを混合し利用できる。プロピレングリコールモノアルキルエーテル
（アルキル基の炭素原子数として１～４）またはプロピレングリコールモノアルキルエー
テル酢酸エステル（アルキル基の炭素原子数として１～４）等を５質量％以上、より好ま
しくは５～８０質量％以上含有する上記有機溶媒を用いるのが好ましい。有機溶媒の含有
量は、ＨＣ塗膜を形成するＨＣ用組成物中の固形分濃度が３０～８０質量％となる量であ
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ることが好ましい。
【００３２】
　酸化防止剤は、ハードコート層の光硬化反応を抑制しないような化合物を選んで用いる
ことができる。例えば、ヒンダードフェノール誘導体、チオプロピオン酸誘導体、ホスフ
ァイト誘導体等を挙げることができる。具体的には、例えば、４，４′－チオビス（６－
ｔｅｒｔ－３－メチルフェノール）、４，４′－ブチリデンビス（６－ｔｅｒｔ－ブチル
－３－メチルフェノール）、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－
ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－ヒドロキシベンジル）メシチレン、ジ－オクタデシル－４－ヒドロキシ－３
，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルベンジルホスフェート等を挙げることができる。
【００３３】
　本工程においてＨＣ塗膜を形成した後は通常、４０～１５０℃で１０秒～５分間の乾燥
を行う。
【００３４】
　（ＵＶ工程）
　ＵＶ工程は２以上の工程で、かつ後述する特定の照射条件で実施する。本発明において
は、ＵＶ照射による硬化をハードコート層用塗膜の表面近傍で優先的に引き起こすことが
できる。そのため、その後のＵＶ照射により当該塗膜内部で硬化が起こっても、内部硬化
によるひずみの影響を表面に及ぼすことがほとんどない。その結果、良好な平面性を確保
できるので、表面硬度および平面性の両方に十分に優れたハードコートフィルムを製造で
きる。しかも、そのような効果は、基板の幅が比較的広く、かつ基板の厚みが比較的薄く
ても、有効に得ることができる。またＵＶ照射を２以上の工程に分けて実施することによ
って、ＵＶ照射により発生した熱をＵＶ工程間において一旦、放出できるので、フィルム
軟化による平面性の低下を防止できる。ＵＶ照射の工程数は２以上であれば特に制限され
ず、生産性の観点から好ましくは２～３の工程に分けて実施される。本明細書中、ＵＶ工
程というときは、全てのＵＶ工程を包含して意味するものとする。
【００３５】
　第１ＵＶ工程において紫外線の照度は５０～１５０ｍＷ／ｃｍ２であり、表面硬度、平
面性および生産性のバランスの観点から好ましくは６０～１２０ｍＷ／ｃｍ２である。紫
外線の光量は５０～２００ｍＪ／ｃｍ２であり、表面硬度、平面性および生産性のバラン
スの観点から好ましくは６０～１８０ｍＪ／ｃｍ２、より好ましくは８０～１５０ｍＪ／
ｃｍ２である。第１ＵＶ工程において照度または光量が小さすぎると、ＨＣ塗膜表面での
硬化が十分でないため、２回目以降のＵＶ工程における内部硬化時においてひずみが表面
に現れ、平面性が低下する。照度または光量が大きすぎると、第１ＵＶ工程においてＨＣ
塗膜の表面だけでなく、内部でも硬化が起こるので、ひずみが表面に現れ、平面性が低下
する。
【００３６】
　紫外線の照度および光量は、紫外線照射装置における照射部の出力、ハードコート塗膜
表面と光源間距離、照射時間等を調整することによって容易に制御できる。
【００３７】
　第１ＵＶ工程における照射時間は、上記照度の紫外線で上記範囲内の光量を達成する時
間であれば特に制限されるものではない。
【００３８】
　２回目以降の各ＵＶ工程（例えば、第２ＵＶ工程および第３ＵＶ工程）において紫外線
の照度は５０ｍＷ／ｃｍ２以上、特に５０～２００ｍＷ／ｃｍ２であり、表面硬度の観点
から好ましくは７０～２００ｍＷ／ｃｍ２である。紫外線の光量は５０ｍＪ／ｃｍ２以上
、特に５０～２００ｍＪ／ｃｍ２であり、表面硬度の観点から好ましくは８０～２００ｍ
Ｊ／ｃｍ２である。第２ＵＶ工程以降のＵＶ工程において照度または光量が小さすぎると
、ＨＣ塗膜内部での硬化が十分でないため、表面硬度が低下する。２回目以降の各ＵＶ工
程における上記照度および光量は、各ＵＶ工程毎にそれぞれ独立して上記範囲内で選択し
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て設定されればよい。
【００３９】
　例えば、ＵＶ工程を２工程で実施する場合、第２ＵＶ工程において紫外線の照度は７０
～２００ｍＷ／ｃｍ２が好ましく、より好ましくは８０～２００ｍＷ／ｃｍ２であり、紫
外線の光量は８０～２００ｍＪ／ｃｍ２が好ましく、より好ましくは１００～２００ｍＪ
／ｃｍ２である。第２ＵＶ工程の照度および光量はそれぞれ第１ＵＶ工程の照度および光
量よりも大きいことが、表面硬度と平面性のさらなる向上の観点から好ましい。
【００４０】
　また例えば、ＵＶ工程を３工程で実施する場合、第２ＵＶ工程において紫外線の照度は
７０～２００ｍＷ／ｃｍ２が好ましく、より好ましくは８０～２００ｍＷ／ｃｍ２であり
、紫外線の光量は８０～２００ｍＪ／ｃｍ２が好ましく、より好ましくは１００～２００
ｍＪ／ｃｍ２である。第３ＵＶ工程において紫外線の照度は８０～２００ｍＷ／ｃｍ２が
好ましく、より好ましくは９０～２００ｍＷ／ｃｍ２であり、紫外線の光量は９０～２０
０ｍＪ／ｃｍ２が好ましく、より好ましくは１１０～２００ｍＪ／ｃｍ２である。第２Ｕ
Ｖ工程の照度および光量はそれぞれ第１ＵＶ工程の照度および光量よりも大きく、かつ第
３ＵＶ工程の照度および光量はそれぞれ第２ＵＶ工程の照度および光量よりも大きいこと
が、表面硬度と平面性のさらなる向上の観点から好ましい。
【００４１】
　２回目以降の各ＵＶ工程における照射時間は、上記照度の紫外線で上記範囲内の光量を
達成する時間であれば特に制限されるものではない。
【００４２】
　全紫外線照射工程における紫外線の積算光量は１００～５００ｍＪ／ｃｍ２であり、表
面硬度と生産性のバランスの観点から好ましくは１８０～５００ｍＪ／ｃｍ２、より好ま
しくは２００～５００ｍＪ／ｃｍ２である。積算光量が小さすぎると、ＨＣ塗膜内部での
硬化が十分でないため、表面硬度が低下する。積算光量が大きすぎると、ハードコート塗
膜内部でひずみ発生、および基材の収縮発生のため、平面性が低下する。
【００４３】
　全紫外線照射工程における紫外線の積算光量は全てのＵＶ工程において照射される紫外
線光量の総和である。
【００４４】
　ＵＶ工程においてＵＶ照射はＨＣ塗膜形成面側から行ってもよいし、または基材が透明
性を有する場合はその反対側から行ってもよい。搬送性、平面性の観点から、ＵＶ照射は
ＨＣ塗膜形成面側から行う。
【００４５】
　ＵＶ工程における紫外線の光源は、紫外線を発生する光源であれば制限なく使用できる
。例えば、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、カーボンアーク灯、メ
タルハライドランプ、キセノンランプ等を用いることができる。
【００４６】
　ＵＶ工程においてＵＶを照射する際には、フィルムの搬送方向に張力を付与しながら行
うことが好ましく、更に好ましくは幅方向にも張力を付与しながら行うことである。付与
する張力は３０～５００Ｎ／ｍが好ましい。張力を付与する方法は特に限定されず、バッ
クロール上で搬送方向に張力を付与してもよく、テンターにて幅方向、または２軸方向に
張力を付与してもよい。
【００４７】
　ＨＣ塗膜形成工程およびＵＶ工程の実施順序の具体例を以下に例示する。
【００４８】
　（１）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程；または
　（２）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程－第３ＵＶ工程。
【００４９】
　（ＬＲ塗膜形成工程）
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　本発明においては低屈折率層用塗膜を形成してもよい。本明細書中、「ＬＲ」は低屈折
率層を意味するものとする。ＬＲ塗膜形成工程は、第１ＵＶ工程後において実施されれば
よく、例えば、各ＵＶ工程間で実施してもよいし、または最後のＵＶ工程後に実施しても
よい。ＬＲ塗膜が形成された後のＵＶ工程では、ＵＶはＬＲ塗膜を透過してＨＣ塗膜に到
達し、ＨＣ塗膜の硬化が達成され、それと同時に所望によりＬＲ塗膜の硬化も達成される
。
【００５０】
　例えば、ＵＶ工程として第１ＵＶ工程および第２ＵＶ工程を実施する場合、ＬＲ塗膜形
成工程は、第１ＵＶ工程後であって第２工程前に実施してもよいし、または第２工程後に
実施してもよい。
【００５１】
　また例えば、ＵＶ工程として第１ＵＶ工程、第２ＵＶ工程および第３ＵＶ工程を実施す
る場合、ＬＲ塗膜形成工程は、第１ＵＶ工程後であって第２ＵＶ工程前に実施してもよい
し、第２ＵＶ工程後であって第３ＵＶ工程後に実施してもよいし、または第３ＵＶ工程後
に実施してもよい。
【００５２】
　上記した各工程の実施順序の具体例を以下に例示する。
【００５３】
　（３）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程－第２ＵＶ工程；
　（４）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程；
　（５）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－第２ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程－第３ＵＶ
工程；または
　（６）ＨＣ塗膜形成工程－第１ＵＶ工程－ＬＲ塗膜形成工程－第２ＵＶ工程－第３ＵＶ
工程。好ましい実施順序は順序（５）および（６）である。
【００５４】
　ＬＲ塗膜形成工程について詳しく説明する。
【００５５】
　ＬＲ塗膜は、硬化性化合物または／および非硬化性化合物を含み、硬化性化合物を含む
場合は硬化により、硬化性化合物を含まない場合は硬化によらずとも乾燥により、基材よ
りも屈折率が低い層となるものである。ＬＲは２３℃、波長５５０ｎｍでの屈折率が好ま
しくは１．２０～１．４５である。
【００５６】
　ＬＲ塗膜は、硬化性化合物または／および非硬化性化合物を含むＬＲ用組成物をＨＣ上
に塗布することによって形成される。塗布方法は、均一な厚みの塗膜を形成できれば特に
制限されず、例えば、ＨＣ塗膜形成時と同様の塗布方法が挙げられる。塗布は、搬送され
る基材に対して連続的に行うことが好ましい。ＬＲ塗膜の膜厚は、特に制限されず、例え
ば、ハードコートフィルムにおけるＬＲの最終ドライ膜厚が５ｎｍ～０．５μｍ、好まし
くは１０ｎｍ～０．３μｍとなるような範囲であればよい。
【００５７】
　ＬＲ塗膜を構成する硬化性化合物は熱硬化性重縮合型化合物、熱および／または光硬化
性カチオン重合型化合物および熱および／または光硬化性ラジカル重合型化合物からなる
群から選択される１種類以上の化合物である。好ましいＬＲ塗膜は熱硬化性重縮合型化合
物、または熱および／または光硬化性カチオン重合型化合物を含む。
【００５８】
　熱硬化性重縮合型化合物は熱により重縮合可能な化合物であって、フィルムの低屈折率
層の分野で従来から使用されているものが使用可能である。そのような熱硬化性重縮合型
化合物として、有機珪素化合物もしくはその加水分解物或いはその重縮合物が挙げられる
。
【００５９】
　有機珪素化合物として例えば、一般式（１）で表される有機シラン化合物もしくはその



(12) JP 2010-49223 A 2010.3.4

10

20

30

40

加水分解物或いはその重縮合物が挙げられる。
【００６０】
　　Ｒ１

ｎＳｉＸ１
４－ｎ　　　　　式（１）

　式中、Ｒ１は置換もしくは無置換のアルキル基、または置換もしくは無置換のアリール
基、Ｘ１は水酸基または加水分解可能な置換基であり、ｎは０～３の整数である。
【００６１】
　アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｔ－ブチル
基、ｓ－ブチル基、ヘキシル基、デシル基、ヘキサデシル基等が挙げられる。アリール基
としてはフェニル基、ナフチル基等が挙げられる。
【００６２】
　Ｘ１の加水分解可能な置換基としては、アルコキシ基、ハロゲン基、カルボキシル基等
が挙げられる。
【００６３】
　一般式（１）で表される有機シラン化合物の具体例としては、例えば、テトラメトキシ
シラン、テトラエトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン
、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン
、フェニルトリエトキシシラン、ジフェニルジメトキシシラン、ジフェニルジエトキシシ
ラン、ヘキシルトリメトキシシラン、ヘキシルトリエトキシシラン、デシルトリメトキシ
シラン、デシルトリエトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、トリフルオロプロ
ピルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニ
ルトリアセトキシシラン、ビニルトリメトキシエトキシシラン、３－クロロプロピルトリ
メトキシシラン、３－クロロプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルト
リメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプ
ロピルメチルジエトキシシラン、２－（３，４－エポシシシクロヘキシル）エチルトリメ
トキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリエトキシシラン、３
－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシ
シラン、３－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピル
メチルジメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジエトキシシラン、３－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－２－ア
ミノエチル－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエチル－３－
アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－アミノエチル－３－アミノプロピルトリエ
トキシシラン、３－トリエトキシシリル－Ｎ－１，３－ジメチルブチリデンプロピルアミ
ン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルト
リメトキシシラン、３－メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン、３－イソシアネー
トプロピルトリエトキシシラン、ｐ－スチリルトリメトキシシラン、ジエチルシラン等が
挙げられ、これらを単独または２種以上を混合して用いられる。
【００６４】
　熱および／または紫外線硬化性カチオン重合型化合物は紫外線および／または熱により
カチオン重合可能な化合物であって、フィルムの低屈折率層の分野で従来から使用されて
いるものが使用可能である。そのようなカチオン重合型化合物として、例えば、オキセタ
ン化合物、エポキシ化合物、フッ素含有カチオン重合性化合物が挙げられる。
【００６５】
　オキセタン化合物は、分子中に少なくとも１個のオキセタン環を有する化合物である。
このようなオキセタン化合物としては、種々のものが使用できるが、好ましい化合物とし
て、下記の一般式（２）、一般式（３）、一般式（４）の化合物を挙げることができる。
【００６６】
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【化１】

【００６７】
（式中、Ｒ２は、水素、フッ素、アルキル基、フルオロアルキル基、アリル基、アリール
基又はフリル基を表し、ｍは１～４の整数を表し、Ｚは酸素又は硫黄を表し、Ｒ３はｍの
値に応じて１～４価の有機基を表す。）
【００６８】

【化２】

【００６９】
（式中、Ｒ４及びＲ５は各々独立して、水素、フッ素、アルキル基、フルオロアルキル基
、アリル基、アリール基又はフリル基を表す。）
【００７０】

【化３】

【００７１】
（式中、Ｒ６は、水素、フッ素、アルキル基、フルオロアルキル基、アリル基、アリール
基又はフリル基を表し、Ｒ７は水素又は不活性な１価の有機基を表し、Ｒ８は加水分解可
能な官能基を表し、ｎは１～５の整数を表し、ｐは０～２の整数を表す。）
　上記一般式（２）～（４）において、Ｒ２、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６がアルキル基の場合、そ
の炭素数は１～６程度であることができ、具体的には、メチル、エチル、プロキル、ブチ
ルなどが挙げられる。またフルオロアルキル基も、炭素数１～６程度であることができる
。さらにアリール基は、典型的にはフェニル又はナフチルであり、これらは他の基で置換
されていてもよい。
【００７２】
　上記一般式（２）においてＲ３で表される有機基は、特に限定されないが、例えば、ｍ
が１の場合は、アルキル基、フェニル基などが、ｍが２の場合は、炭素数１～１２の直鎖
又は分枝状アルキレン基、直鎖又は分枝状のポリ（アルキレンオキシ）基などが、ｍが３
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又は４の場合は、類似の多価官能基が挙げられる。
【００７３】
　上記一般式（４）においてＲ７で表される不活性な１価の有機基として、典型的には炭
素数１～４のアルキル基が挙げられ、またＲ８で表される加水分解可能な官能基としては
、例えば、メトキシやエトキシなどを包含する炭素数１～５のアルコキシ基、塩素原子や
臭素原子のようなハロゲン原子などが挙げられる。
【００７４】
　これらに加え、ＯＨ残基を有するエポキシアクリレート樹脂（共栄社化学製「エポキシ
エステル」（商品名）や昭和高分子製「リポキシ」（商品名）等）にイソシアナート基を
介してオキセタニル基を導入したものや、各種イソシアナートと水酸基等を有するオキセ
タニル基含有モノマーとがウレタン結合を介して重付加によって得られるウレタンアクリ
レート樹脂で数平均分子量（ＧＰＣ法で測定したポリスチレン換算数平均分子量）が２万
以下のオリゴマー類も好ましく使用できる。
【００７５】
　さらに、必要に応じて水素結合形成基を有するモノマーを含む（共）重合体で、主鎖や
側鎖にオキセタニル基を有する数平均分子量が２万以上の反応性ポリマーなども好ましく
使用することができる。これらの反応性ポリマーは、例えば特開平０７－３０９８５６公
報に開示されている手法で合成することができる。
【００７６】
　エポキシ化合物は、分子内にエポキシ基を少なくとも１個有する単量体であって、該化
合物として高分子化合物と低分子化合物の両者を包含し、カチオン重合を起こして硬化す
るものであれば、いずれも使用することができる。例えば、フェニルグリシジルエーテル
、エチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、ビニル
シクロヘキセンジオキサイド、１，２，８，９－ジエポキシリモネン、３，４－エポキシ
シクロヘキシルメチル、３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、ビス（
３，４－エポキシシクロヘキシル）アジペート、エポキシ基を有するアルコキシシラン化
合物等や、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン等のエポキシ基を有するシラン
カップリング剤を使用することができる。
【００７７】
　エポキシ基を有するアルコキシシラン化合物（シランカップリング剤）としては、下記
一般式（ａ）で表される有機珪素化合物もしくはその加水分解物或いはその重縮合物を含
有することが好ましい。
【００７８】
　　Ｒ２ｍＳｉＸ２４－ｍ　　　・・・（ａ）
　式中、Ｒ２はエポキシ基、Ｘ２は水酸基または加水分解可能な置換基であり、ｍは０～
３の整数である。
【００７９】
　一般式（ａ）で示されるエポキシ基を有するアルコキシシラン化合物のＲ２は特に制限
はないが、例えば２－グリシドキシエチル基、３－グリシドキシプロピル基、３－グリシ
ドキシブチル基等のグリシドキシＣ１～Ｃ４アルキル基、好ましくはグリシドキシＣ１～
Ｃ３アルキル基、グリシジル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル基、３
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）プロピル基、２－（３，４－エポキシシクロヘプ
チル）エチル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）プロピル基、２－（３，４－
エポキシシクロヘキシル）ブチル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）ペンチル
基等のオキシラン基を持ったＣ５～Ｃ８のシクロアルキル基で置換されたＣ１～Ｃ３アル
キル基が挙げられる。これらの中で２－グリシドキシエチル基、３－グリシドキシプロピ
ル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル基が好ましい。これらの置換基Ｒ
２を有する一般式（１）の化合物として用いることのできる化合物の好ましい具体例とし
て、２－グリシドキシエチルトリメトキシシラン、２－グリシドキシエチルトリエトキシ
シラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリ
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が挙げられる。これらは単独でも２種以上使用してもよい。
【００８０】
　本発明で使用されるアルコキシシラン化合物は、例えば、特開平１０－３２４７４９、
特開平６－２９８９４０号公報に記載の方法で製造する事が出来る。特開２００６－３４
８０６１に記載されているように塩基触媒下で、一般式（ａ）のアルコキシシラン化合物
を（共）縮合させて得る事も出来る。その場合、（共）縮合を促進するため、必要に応じ
水を添加することができる。水の添加量は、反応混合物全体のアルコキシ基１モルに対し
、通常０．０５～１．５モル、好ましくは０．１～１．２モルである。縮合反応に使用す
る触媒は塩基性であれば特に限定されないが、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸
化リチウム、水酸化セシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭
酸水素カリウムなどの無機塩基、アンモニア、トリエチルアミン、ジエチレントリアミン
、ｎ－ブチルアミン、ジメチルアミノエタノール、トリエタノールアミン、テトラメチル
アンモニウムヒドロキシドなどの有機塩基を使用する事が出来る。これらの中でも、特に
生成物からの触媒除去が容易である点で無機塩基又はアンモニアが好ましい。触媒の添加
量としては、アルコキシシラン化合物の量に対し、通常５×１０－４～７．５質量％、好
ましくは１×１０－３～５質量％である。上記縮合反応は、無溶剤または溶剤中で行うこ
とができる。溶剤を用いる場合の溶剤としては、アルコキシシラン化合物を溶解する溶剤
であれば特に制限はない。このような溶剤としては、例えばジメチルホルムアミド、ジメ
チルアセトアミド、テトラヒドロフラン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン
などの非極性溶媒、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素等が挙げられ、好ましくはメ
チルエチルケトン、メチルイソブチルケトンである。
【００８１】
　本発明に用いられるエポキシ化合物も、オキセタン化合物と同様に分子量２万以下のオ
リゴマーや分子量２万以上のポリマーを使用することができる。該ポリマーは、例えば、
特開平０７－２４７３１３号公報に開示されている手法で合成することができる。
【００８２】
　オキセタン化合物やエポキシ化合物は、フッ素原子を含有させることでそれ自身の屈折
率を低下させたものを用いても良い。例えば、フッ素原子を有するメチレン（ＣＦ２）ｎ

を化合物中に導入してもよい。
【００８３】
　フッ素含有カチオン重合性化合物は、下記一般式（５）で表される。
【００８４】
　　Ｒ９－Ｒ１１－（ＣＦ２）ｎ－Ｒ１２－Ｒ１０　　　　　式（５）
（式中、Ｒ９及びＲ１０は、熱、及び／或いは光反応により互いに結合可能／或いは結合
できない反応性基であり、Ｒ１１及びＲ１２は、単結合又は炭素原子数１～５の２価の炭
化水素、酸素、又は硫黄であり、ｎは１～３０の整数を示す。）
　上記一般式（５）においてＲ９及びＲ１０は、紫外線照射によって互いに結合可能な光
反応性基であれば、同一であっても異なっていても良い。光反応性基としては、例えば、
光カチオン重合等の反応形式により反応が進行するものが挙げられる。
【００８５】
　光カチオン重合反応性基としては、例えば、上記一般式（５）におけるＲ９及びＲ１０

が、何れも次の一般式（６）；
【００８６】
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【化４】

【００８７】
（式中、Ｒ１３は水素、フッ素、アルキル基、フルオロアルキル基である。）
で表されるエポキシ基、或いは何れも次の一般式（７）；
【００８８】
【化５】

【００８９】
（式中、Ｒ１４は水素、フッ素、炭素数１～１０のアルキル基、フルオロアルキル基であ
る。）
で示されるオキセタニル基、等の環状エーテル、チオエーテル、ビニルエーテル基が挙げ
られる。これらの中でもエポキシ基、チオエーテル基、オキセタニル基等の環状エーテル
基は、重合反応に伴う収縮が小さく、多様な構造の化合物が入手し易く、重合度が高く、
低毒性である等の利点がある。
【００９０】
　これらの光カチオン重合性反応基を有するフッ素含有カチオン重合性化合物は、上記し
たエポキシ化合物および／またはオキセタン化合物と組み合わせて使用されることにより
、ＬＲ中に均一に組みこまれ、硬化促進、塗膜への柔軟性や弾性付与と低屈折率化を実現
する。
【００９１】
　上記一般式（５）において、互いに結合可能な異なるＲ９とＲ１０の組合せとしては、
具体的には、エポキシ基とオキセタニル基の組合せがある。
【００９２】
　上記式（１）で表されるフッ素含有カチオン重合性化合物を合成する方法としては、例
えば、フッ素化ジヨードアルカンから誘導する方法がある。例えば、Ｒ９及びＲ１０がと
もにエポキシ基であり、ｎが４の場合、オクタフルオロ－１，４－ジヨードブタンを出発
物質とし、公知の方法、例えば特公昭５４－１１２８４号公報、及び特公昭５９－２２７
１２号公報、特公平６－６０１１６号公報、及びＪ．Ｆｌｕｏｒｉｎｅ　Ｃｈｅｍ．，７
３，１５１（１９９５）等に記載された方法に従い、ジオール誘導体を経て合成すること
ができる。
【００９３】
　また、Ｒ９及びＲ１０がともにオキセタニル基である場合には、公知の方法、例えば、
特開２０００－３３６０８２号公報に記載された方法を参考に、上記のジオール誘導体を
アルカリ金属アルコラート化し、さらに３－ヒドロキシメチルオキセタン類のスルホン酸
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エステル化反応させることにより合成することができる。
【００９４】
　熱および／または光硬化性ラジカル重合型化合物は熱および／または紫外線によりラジ
カル重合可能な化合物であって、フィルムの低屈折率層の分野で従来から使用されている
ものが使用可能である。そのような熱および／または光硬化性ラジカル重合型化合物とし
て、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メ
タ）アクリレートモノステアレート等のジ（メタ）アクリレート；トリメチロールプロパ
ントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート等のトリ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート誘導体やジペ
ンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート等の多官能（メタ）アクリレート、上記
した物のＥＯ変性品等を例示することができる。
【００９５】
　ＬＲ塗膜を構成する非硬化性化合物は、熱や紫外線によって硬化を起こすものではない
が、塗布後、乾燥させるだけで、低屈折率層を構成し得る化合物である。そのような非硬
化性化合物としては、フィルムの低屈折率層の分野で従来からバインダー等として使用さ
れている非硬化性化合物が使用可能である。非硬化性化合物の具体例として、例えば、ポ
リビニルアルコール、ポリエステル、ポリウレタン、ポリメチルメタクリレート等のアク
リル系樹脂、セルロースエステル系樹脂等が挙げられる。
【００９６】
　ＬＲ用組成物には、硬化性化合物が含有される場合、通常はさらに重合開始剤または触
媒が含有される。重合開始剤および触媒は硬化性化合物の種類に応じて適宜選択して使用
される。例えば、熱硬化性重縮合型化合物を使用する場合、触媒がさらに含有される。ま
た例えば、熱および／または光硬化性カチオン重合型化合物を使用する場合、熱カチオン
重合開始剤および／または紫外線カチオン重合開始剤がさらに含有される。また例えば、
熱および／または光硬化性ラジカル重合型化合物を使用する場合、熱ラジカル重合開始剤
および／または紫外線ラジカル重合開始剤がさらに含有される。
【００９７】
　触媒としては、塩酸、硫酸、硝酸等の無機酸類、シュウ酸、酢酸、ギ酸、メタンスルホ
ン酸等の有機酸類、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、アンモニア等の無機塩基類、ト
リエチルアミン、ピリジン等の有機塩基類、トリイソプロポキシアルミニウム、テトラブ
トキシジルコニウム等の金属アルコキシド類、後述する金属キレート化合物等が挙げられ
るが、中でも酸触媒及び金属キレート化合物が好ましく用いられる。
【００９８】
　酸触媒では塩酸、硫酸、シュウ酸、酢酸、フタル酸等が好ましく用いられる。金属キレ
ート化合物としては、Ｚｒ、Ｔｉ、Ａｌから選ばれる金属を中心金属とするキレート化合
物が、特に制限なく好適に用いることができる。
【００９９】
　具体例としては、トリ－ｎ－ブトキシエチルアセトアセテートジルコニウム、ジ－ｎ－
ブトキシビス（エチルアセトアセテート）ジルコニウム、ｎ－ブトキシトリス（エチルア
セトアセテート）ジルコニウム、テトラキス（ｎ－プロピルアセトアセテート）ジルコニ
ウム、テトラキス（アセチルアセトアセテート）ジルコニウム、テトラキス（エチルアセ
トアセテート）ジルコニウムなどのジルコニウムキレート化合物、ジイソプロポキシビス
（エチルアセトアセテート）チタニウム、ジイソプロポキシビス（アセチルアセテート）
チタニウム、ジイソプロポキシビス（アセチルアセトン）チタニウムなどのチタニウムキ
レート化合物、ジイソプロポキシエチルアセトアセテートアルミニウム、ジイソプロポキ
シアセチルアセトナートアルミニウム、イソプロポキシビス（エチルアセトアセテート）
アルミニウム、イソプロポキシビス（アセチルアセトナート）アルミニウム、トリス（エ
チルアセトアセテート）アルミニウム、トリス（アセチルアセトナート）アルミニウム、
モノアセチルアセトナートビス（エチルアセトアセテート）アルミニウムなどのアルミニ
ウムキレート化合物などが挙げられる。これらの金属キレート化合物のうち、トリ－ｎ－
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ブトキシエチルアセトアセテートジルコニウム、ジイソプロポキシエチルアセトアセテー
トアルミニウム、トリス（エチルアセトアセテート）アルミニウムが特に好ましく用いら
れる。また、これらの金属キレート化合物は、単独でも併用でも使用することができる。
【０１００】
　触媒の含有量は硬化性化合物１００質量部に対して０．０１～３０質量部、特に０．１
～２０質量部が好ましい。
【０１０１】
　熱カチオン重合開始剤として、例えば、ＳｂＦ６

－系スルホニウム塩等が使用可能であ
る。
【０１０２】
　紫外線カチオン重合開始剤として、例えば、ジアゾニウム塩、ジフェニルヨードニウム
塩、トリフェニルスルホニウム塩、スルホン酸エステル、鉄アレーン錯体、ミラノール／
アルミニウム錯体等が使用可能である。
【０１０３】
　また、ＬＲ用組成物にエポキシ基を有するアルコキシシラン化合物が含有される場合は
、重合を促進する光カチオン重合開始剤を含有することが好ましく、該光カチオン重合開
始剤としては、公知の酸や光酸発生剤を挙げることができる。光酸発生剤としては、カチ
オン重合の光開始剤、色素類の光消色剤、光変色剤、或いは、マイクロレジスト等に使用
されている公知の化合物及びそれらの混合物等が挙げられる。具体的には、例えば、オニ
ウム化合物、有機ハロゲン化合物、ジスルホン化合物が挙げられ、好ましくは、オニウム
化合物である。オニウム化合物としては、以下の各式に示されるジアゾニウム塩、スルホ
ニウム塩、ヨードニウム塩などが好適に使用される。
【０１０４】
　　ＡｒＮ２

＋Ｚ－、
　（Ｒ）３Ｓ＋Ｚ－、
　（Ｒ）２Ｉ＋Ｚ－

　式中、Ａｒはアリール基を表し、Ｒはアリール基又は炭素数１～２０のアルキル基を表
し、一分子内にＲが複数回現れる場合は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、Ｚ－は
非塩基性でかつ非求核性の陰イオンを表す。
【０１０５】
　上記各式において、Ａｒ又はＲで表されるアリール基も、典型的にはフェニルやナフチ
ルであり、これらは適当な基で置換されていてもよい。また、Ｚ－で表される陰イオンと
して具体的には、テトラフルオロボレートイオン（ＢＦ４

－）、テトラキス（ペンタフル
オロフェニル）ボレートイオン（Ｂ（Ｃ６Ｆ５）４

－）、ヘキサフルオロホスフェートイ
オン（ＰＦ６

－）、ヘキサフルオロアーセネートイオン（ＡｓＦ６
－）、ヘキサフルオロ

アンチモネートイオン（ＳｂＦ６
－）、ヘキサクロロアンチモネートイオン（ＳｂＣｌ６

－）、硫酸水素イオン（ＨＳＯ４
－）、過塩素酸イオン（ＣｌＯ４

－）などが挙げられる
。
【０１０６】
　その他のオニウム化合物としては、アンモニウム塩、イミニウム塩、ホスホニウム塩、
アルソニウム塩、セレノニウム塩、ホウ素塩等が挙げられ、例えば特開２００２－２９１
６２号公報の段落番号［００５８］～［００５９］に記載の化合物等が挙げられる。
【０１０７】
　中でも、ジアゾニウム塩、ヨードニウム塩、スルホニウム塩、イミニウム塩が、化合物
の素材安定性等の点から好ましい。
【０１０８】
　好適に用いることのできるオニウム塩の具体例としては、例えば、特開平９－２６８２
０５号公報の段落番号［００３５］に記載のアミル化されたスルホニウム塩、特開２００
０－７１３６６号公報の段落番号［００１０］～［００１１］に記載のジアリールヨード
ニウム塩又はトリアリールスルホニウム塩、特開２００１－２８８２０５号公報の段落番
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号［００１７］に記載のチオ安息香酸Ｓ－フェニルエステルのスルホニウム塩、特開２０
０１－１３３６９６号公報の段落番号［００３０］～［００３３］に記載のオニウム塩等
が挙げられる。
【０１０９】
　酸発生剤の他の例としては、特開２００２－２９１６２号公報の段落番号［００５９］
～［００６２］に記載の有機金属／有機ハロゲン化物、ｏ－ニトロベンジル型保護基を有
する光酸発生剤、光分解してスルホン酸を発生する化合物（イミノスルフォネート等）等
の化合物が挙げられる。これら化合物の多くは市販されているので、そのような市販品を
用いることができる。市販の開始剤としては、例えば、ダウケミカル日本（株）から販売
されている“サイラキュアＵＶＩ－６９９０”（商品名）、各々（株）ＡＤＥＫＡから販
売されている“アデカオプトマーＳＰ－１５０”（商品名）、“アデカオプトマーＳＰ－
３００”（商品名）、ローディアジャパン（株）から販売されている“ＲＨＯＤＯＲＳＩ
Ｌ　ＰＨＯＴＯＩＮＩＴＩＡＯＲ２０７４”（商品名）などが挙げられる。
【０１１０】
　酸としては、塩酸、硫酸、硝酸、リン酸等の無機酸、又は酢酸、ギ酸、メタンスルホン
酸、トリフロロメタンスルホン酸、パラトルエンスルホン酸等の有機酸等のブレンステッ
ド酸、ジブチル錫ジラウレート、ジブチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジオクテート、ト
リイソプロポキシアルミニウム、テトラブトキシジルコニウム、テトラブトキシチタネー
ト等のルイス酸が挙げられる。
【０１１１】
　ピロメリット酸、無水ピロメリット酸、トリメリット酸、無水トリメリット酸、フタル
酸、無水フタル酸などの芳香族多価カルボン酸又はその無水物やマレイン酸、無水マレイ
ン酸、コハク酸、無水コハク酸などの脂肪族多価カルボン酸又はその無水物なども挙げら
れる。
【０１１２】
　酸としては、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１１３】
　これらの酸や光酸発生剤は、カチオン重合性化合物１００質量部に対して、０．１～２
０質量部の割合が好ましく、より好ましくは０．５～１５質量部の割合で添加することで
ある。添加量が上記範囲において、硬化性組成物の安定性、重合反応性等から好ましい。
【０１１４】
　紫外線ラジカル重合開始剤として、例えば、アセトフェノン、ベンゾフェノン、ヒドロ
キシベンゾフェノン、ミヒラーケトン、α－アミロキシムエステル、チオキサントン等及
びこれら誘導体等が使用可能である。
【０１１５】
　重合開始剤の含有量は硬化性化合物１００質量部に対して０．０１～３０質量部、特に
０．１～２０質量部が好ましい。
【０１１６】
　ＬＲ用組成物には、屈折率調整剤、有機溶媒、フッ素系化合物、シリコーン系界面活性
剤、導電剤、レベリング剤等の添加剤を含有させてもよい。
【０１１７】
　ＬＲ用屈折率調整剤としては、ＨＣ用組成物に含有させてもよい屈折率調整剤として例
示した無機微粒子および有機微粒子の他、中空シリカ系粒子が使用可能である。中でも中
空シリカ系粒子が好ましく使用される。
【０１１８】
　中空シリカ系粒子は外殻層を有しかつ内部が多孔質または空洞である粒子である。中空
シリカ系粒子の具体例としては、（１）多孔質粒子と該多孔質粒子表面に設けられた被覆
層からなる複合粒子、または（２）内部に空洞を有し、且つ内容物が溶媒、気体または多
孔質物質で充填された空洞粒子である。空洞粒子は、内部に空洞を有する粒子であり、空
洞は粒子壁で囲まれている。空洞内には、調製時に使用した溶媒、気体または多孔質物質
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等の内容物で充填されている。
【０１１９】
　中空シリカ系粒子の平均粒径は５～２００ｎｍ、好ましくは１０～７０ｎｍが望ましい
。中空シリカ系粒子の粒径は変動係数が１～４０％の単分散であることが好ましい。中空
シリカ系粒子の平均粒径は、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）等による電子顕微鏡写真から計測
することができる。動的光散乱法や静的光散乱法等を利用する粒度分布計等によって計測
してもよい。
【０１２０】
　中空シリカ系粒子の平均粒径は、形成される低屈折率層の透明被膜の厚さに応じて適宜
選択され、透明被膜の膜厚の３／２～１／１０、好ましくは２／３～１／１０が望ましい
。これらの中空シリカ系粒子は、低屈折率層の形成のため、適当な媒体に分散した状態で
使用することが好ましい。分散媒としては、水、アルコール（例えばメタノール、エタノ
ール、イソプロピルアルコール）、及びケトン（例えばメチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトン）、ケトンアルコール（例えばジアセトンアルコール）、プロピレンモノメ
チルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート等が好ましい。
【０１２１】
　複合粒子の被覆層の厚さまたは空洞粒子の粒子壁の厚さは、１～４０ｎｍ、好ましくは
１～２０ｎｍ、更に好ましくは２～１５ｎｍが望ましい。例えば、複合粒子の場合、被覆
層の厚さが１ｎｍ未満の場合は、粒子を完全に被覆することができないことがあり、塗布
液成分が容易に複合粒子の内部に進入して内部の多孔性が減少し、低屈折率化の効果が十
分得られないことがある。また、被覆層の厚さが２０ｎｍを越えると、塗布液成分が内部
に進入することはないが、複合粒子の多孔性（細孔容積）が低下し低屈折率化の効果が十
分得られなくなることがある。また例えば空洞粒子の場合、粒子壁の厚さが１ｎｍ未満の
場合は、粒子形状を維持できないことがあり、また厚さが２０ｎｍを越えても、低屈折率
化の効果が十分に現れないことがある。
【０１２２】
　複合粒子の被覆層または空洞粒子の粒子壁は、シリカを主成分とすることが好ましい。
また、シリカ以外の成分が含まれていてもよく、具体的にはＡｌ２Ｏ３、Ｂ２Ｏ３、Ｔｉ
Ｏ２、ＺｒＯ２、ＳｎＯ２、ＣｅＯ２、Ｐ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ５、ＳｂＯ２、
ＭｏＯ３、ＺｎＯ２、ＷＯ３等が挙げられる。
【０１２３】
　複合粒子を構成する多孔質粒子としては、シリカからなるもの、シリカとシリカ以外の
無機化合物とからなるもの、ＣａＦ２、ＮａＦ、ＮａＡｌＦ６、ＭｇＦ等からなるものが
挙げられる。このうち特にシリカとシリカ以外の無機化合物との複合酸化物からなる多孔
質粒子が好適である。シリカ以外の無機化合物としては、Ａｌ２Ｏ３、Ｂ２Ｏ３、ＴｉＯ

２、ＺｒＯ２、ＳｎＯ２、ＣｅＯ２、Ｐ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ５、ＳｂＯ２、Ｍ
ｏＯ３、ＺｎＯ２、ＷＯ３との１種または２種以上を挙げることができる。このような多
孔質粒子では、シリカをＳｉＯ２で表し、シリカ以外の無機化合物を酸化物換算（ＭＯｘ
）で表したときのモル比：ＭＯｘ／ＳｉＯ２が、０．０００１～１．０、好ましくは０．
００１～０．３の範囲にあることが望ましい。
【０１２４】
　多孔質粒子のモル比：ＭＯｘ／ＳｉＯ２が、０．０００１未満のものは、得ることが困
難であり、得られたとしても細孔容積が小さく、屈折率の低い粒子が得られない。また多
孔質粒子のモル比：ＭＯｘ／ＳｉＯ２が１．０を越えると、シリカの比率が少なくなるの
で、細孔容積が大きくなり、更に屈折率が低いものを得ることが難しいことがある。
【０１２５】
　このような多孔質粒子の細孔容積は、０．１～１．５ｍｌ／ｇ、好ましくは０．２～１
．５ｍｌ／ｇの範囲であることが望ましい。細孔容積が０．１ｍｌ／ｇ未満では、十分に
屈折率の低下した粒子が得られず、１．５ｍｌ／ｇを越えると粒子の強度が低下し、得ら
れる被膜の強度が低下することがある。
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【０１２６】
　多孔質粒子の細孔容積は水銀圧入法によって求めることができる。
【０１２７】
　空洞粒子の内容物としては、粒子調製時に使用した溶媒、気体、多孔質物質等が挙げら
れる。溶媒中には空洞粒子調製する際に使用される粒子前駆体の未反応物、使用した触媒
等が含まれていてもよい。多孔質物質としては、多孔質粒子で例示した化合物からなるも
のが挙げられる。これらの内容物は、単一の成分からなるものであってもよいが、複数成
分の混合物であってもよい。
【０１２８】
　中空シリカ系粒子の屈折率は、１．４２未満と低い。このような中空シリカ系粒子は、
多孔質粒子内部の多孔性が保持されているか、内部が空洞であるので、屈折率が低くなる
ものと推察される。
【０１２９】
　中空シリカ系粒子は、例えば特開平７－１３３１０５号公報の段落番号［００１０］～
［００３３］に開示された複合酸化物コロイド粒子の調製方法によって好適に製造するこ
とができるし、または市販品として入手することもできる。
【０１３０】
　中空粒子の市販品として、例えば、ＥＬＣＯＭ　Ｖ－８２０９（触媒化成工業社製）等
が使用可能である。
【０１３１】
　屈折率調整剤、特に中空シリカ系粒子の含有量は硬化性化合物または非硬化性化合物１
００質量部に対して１～４００質量部、特に２５～１２０質量部が好ましい。
【０１３２】
　有機溶媒の具体例としては、アルコール（例、メタノール、エタノール、イソプロパノ
ール、ブタノール、ベンジルアルコール）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン
、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン）、エステル（例、酢酸メチル、酢酸エチ
ル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、蟻酸メチル、蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻酸ブチル）
、脂肪族炭化水素（例、ヘキサン、シクロヘキサン）、ハロゲン化炭化水素（例、メチレ
ンクロライド、クロロホルム、四塩化炭素）、芳香族炭化水素（例、ベンゼン、トルエン
、キシレン）、アミド（例、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、ｎ－メチル
ピロリドン）、エーテル（例、ジエチルエーテル、ジオキサン、テトラハイドロフラン）
、エーテルアルコール（例、１－メトキシ－２－プロパノール）、プロピレングリコール
モノメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートが挙げられる
。中でも、トルエン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン
、エタノール、イソプロパノール及びプロピレングリコールモノメチルエーテルが特に好
ましい。
【０１３３】
　有機溶媒の含有量は、ＬＲ塗膜を形成するＬＲ用組成物中の固形分濃度が１～４質量％
となる量であることが好ましい。固形分濃度を４質量％以下とすることによって、塗布ム
ラが生じにくくなり、１質量％以上とすることによって、乾燥負荷が軽減される。
【０１３４】
　フッ素系化合物としては、パーフルオロアルキル基を含有するモノマー、オリゴマー、
ポリマーを母核としたもので、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレ
ンアルキルアリルエーテル、ポリオキシエチレン等の誘導体等が挙げられる。市販品とし
ては、例えばサーフロン「Ｓ－３８１」、「Ｓ－３８２」、「ＳＣ－１０１」、「ＳＣ－
１０２」、「ＳＣ－１０３」、「ＳＣ－１０４」（何れも旭硝子株式会社製）、フロラー
ド「ＦＣ－４３０」、「ＦＣ－４３１」、「ＦＣ－１７３」（何れもフロロケミカル－住
友スリーエム製）、エフトップ「ＥＦ３５２」、「ＥＦ３０１」、「ＥＦ３０３」（何れ
も新秋田化成株式会社製）、シュベゴーフルアー「８０３５」、「８０３６」（何れもシ
ュベグマン社製）、「ＢＭ１０００」、「ＢＭ１１００」（いずれもビーエム・ヒミー社
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製）、メガファック「Ｆ－１７１」、「Ｆ－４７０」（いずれも大日本インキ化学工業株
式会社製）、等を挙げることができる。
【０１３５】
　フッ素系化合物の含有量は、硬化性化合物または非硬化性化合物１００質量部に対して
０．１～３０質量部、特に１～２０質量部が好ましい。フッ素系化合物は、１種または２
種以上を併用することができる。
【０１３６】
　シリコーン系界面活性剤は、ジメチルシリコーンオイルのメチル基の一部を親水性基に
置換した界面活性剤である。置換の位置は、シリコーンオイルの側鎖、両末端、片末端、
両末端側鎖等であってよい。親水性基としては、ポリエーテル、ポリグリセリン、ピロリ
ドン、ベタイン、硫酸塩、リン酸塩、４級塩等から誘導される基が挙げられる。
【０１３７】
　シリコーン系界面活性剤としては、疎水基がジメチルポリシロキサン、親水基がポリオ
キシアルキレンから構成される非イオン界面活性剤が好ましい。
【０１３８】
　シリコーン系非イオン界面活性剤の具体例としては、例えば東レダウコーニング社のシ
リコーン界面活性剤ＳＩＬＷＥＴ　Ｌ－７７、Ｌ－７２０、Ｌ－７００１、Ｌ－７００２
、Ｌ－７６０４、Ｙ－７００６、ＦＺ－２１０１、ＦＺ－２１０４、ＦＺ－２１０５、Ｆ
Ｚ－２１１０、ＦＺ－２１１８、ＦＺ－２１２０、ＦＺ－２１２２、ＦＺ－２１２３、Ｆ
Ｚ－２１３０、ＦＺ－２１５４、ＦＺ－２１６１、ＦＺ－２１６２、ＦＺ－２１６３、Ｆ
Ｚ－２１６４、ＦＺ－２１６６、ＦＺ－２１９１、ＳＵＰＥＲＳＩＬＷＥＴ　ＳＳ－２８
０１、ＳＳ－２８０２、ＳＳ－２８０３、ＳＳ－２８０４、ＳＳ－２８０５等が挙げられ
る。
【０１３９】
　シリコーン系非イオン界面活性剤は、ジメチルポリシロキサン構造部分とポリオキシア
ルキレン鎖が交互に繰り返し結合した直鎖状のブロックコポリマーであることがさらに好
ましい。低屈折率層を形成する塗布組成物を塗布した際のムラ抑制やレベリング性から好
ましい。そのようなシリコーン系非イオン界面活性剤の具体例としては、例えば東レダウ
コーニング社のシリコーン界面活性剤ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－２２０３、ＦＺ－２
２０７、ＦＺ－２２０８、ＦＺ－２２２２等が挙げられる。
【０１４０】
　反応性シリコーン系非イオン界面活性剤も使用可能である。反応性シリコーン系非イオ
ン界面活性剤は、ポリシロキサンの側鎖、片末端または両末端にアミノ、エポキシ、カル
ボキシル、水酸基、メタクリル、メルカプト、フェノール等が置換された反応性タイプの
変性シリコーン樹脂である。アミノ変性シリコーン樹脂として、具体的にはＫＦ－８６０
，ＫＦ－８６１，Ｘ－２２－１６１Ａ、Ｘ－２２－１６１Ｂ（以上、信越化学工業株式会
社製）、ＦＭ－３３１１，ＦＭ－３３２５（以上、チッソ株式会社製）、エポキシ変性シ
リコーン樹脂としては、ＫＦ－１０５、Ｘ－２２－１６３Ａ、Ｘ－２２－１６３Ｂ、ＫＦ
－１０１、ＫＦ－１００１（以上、信越化学工業株式会社製）、ポリエーテル変性シリコ
ーン樹脂としてはＸ－２２－４２７２、Ｘ－２２－４９５２、カルボキシル変性シリコー
ン樹脂としてはＸ－２２－３７０１Ｅ、Ｘ－２２－３７１０（以上、信越化学工業株式会
社製）、カルビノール変性シリコーン樹脂としてはＫＦ－６００１、ＫＦ－６００３（以
上、信越化学工業株式会社製）、メタクリル変性シリコーン樹脂としてはＸ－２２－１６
４Ｃ（以上、信越化学工業株式会社製）、メルカプト変性シリコーン樹脂としてはＫＦ－
２００１（以上、信越化学工業株式会社製）、フェノール変性シリコーン樹脂としてはＸ
－２２－１８２１（以上、信越化学工業株式会社製）等が挙げられる。水酸基変性シリコ
ーン樹脂としては、ＦＭ－４４１１、ＦＭ－４４２１、ＦＭ－ＤＡ２１，ＦＭ－ＤＡ２６
（以上、チッソ株式会社製）等が挙げられる。その他、片末端反応性シリコーン樹脂のＸ
－２２－１７０ＤＸ、Ｘ－２２－２４２６、Ｘ－２２－１７６Ｆ（信越化学工業株式会社
製）等も含まれる。
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【０１４１】
　シリコーン系界面活性剤の含有量は、硬化性化合物または非硬化性化合物１００質量部
に対して０．１～３０質量部、特に１～２０質量部が好ましい。
【０１４２】
　本工程においてＬＲ塗膜を形成した後は通常、４０～１５０℃で１０秒～５分間の乾燥
を行う。
【０１４３】
　（表面処理工程）
　本発明においては、ＬＲ塗膜形成工程を実施する前に、ＨＣに対して表面処理工程を実
施してもよい。これによって、ＨＣとＬＲとの密着性を向上できる。
【０１４４】
　表面処理工程は、詳しくは、第１ＵＶ工程の後であってＬＲ塗膜形成工程の前に実施さ
れる。
【０１４５】
　具体的には、例えば前記実施順序（１）を採用する場合、表面処理工程は、第１ＵＶ工
程と第２ＵＶ工程との間で実施してもよいし、または第２ＵＶ工程の後に実施してもよい
。
【０１４６】
　また例えば、前記実施順序（２）を採用する場合、表面処理工程は、第１ＵＶ工程と第
２ＵＶ工程との間で実施してもよいし、第２ＵＶ工程と第３ＵＶ工程との間で実施しても
よいし、または第３ＵＶ工程の後に実施してもよい。
【０１４７】
　また例えば、前記実施順序（３）または（６）を採用する場合、表面処理工程は、第１
ＵＶ工程とＬＲ塗膜形成工程との間で実施される。
【０１４８】
　また例えば、前記実施順序（４）または（５）を採用する場合、表面処理工程は、第１
ＵＶ工程と第２ＵＶ工程との間で実施してもよいし、または第２ＵＶ工程とＬＲ塗膜形成
工程との間で実施してもよい。
【０１４９】
　表面処理方法としては、洗浄法、アルカリ鹸化処理法、プラズマ処理法、電子ビーム法
、イオンビーム法、スパッタリング法、酸処理、コロナ処理法、大気圧グロー放電プラズ
マ法等が挙げられる。耐久密着性の観点から、アルカリ鹸化処理法を採用することが好ま
しい。
【０１５０】
　アルカリ鹸化処理方法としては、フィルムをアルカリ溶液に浸潰した後、水洗して乾燥
するサイクルで行われるのが、一般的である。また、アルカリ処理後、酸性水工程で中和
してから、水洗、及び乾燥を行ってもよい。アルカリ溶液としては、水酸化カリウム溶液
、水酸化ナトリウム溶液があげられ、水酸化イオンの規定濃度は０．１～３Ｎであること
が好ましく、０．５Ｎ～２Ｎであることが更に好ましい。前記範囲とすることで優れたハ
ードコート層と低屈折率層との接着性が得られる。アルカリ溶液の温度は、アルカリ溶液
の析出性等の点から、２５～９０℃の範囲が好ましく、４０～７０℃が更に好ましい。ア
ルカリ処理時間は５秒～５分、好ましくは３０秒～３分である。
【０１５１】
　アルカリ鹸化処理は、ハードコート層面にアルカリ溶液を塗布する方式でも良く、例え
ば特開２００３－３１３３２６号公報、特開２００７－３３２２５３号公報に記載の方法
を用いても良い。
【０１５２】
　プラズマ処理としては、フレームプラズマ処理、大気圧プラズマ処理、常圧プラズマ処
理等が挙げられる。
【０１５３】
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　プラズマ処理方法としては、特開２００４－３５２７７７号公報、特開２００４－３５
２７７７号公報、特開２００７－３１４７０７号公報等に開示されているプラズマ処理技
術を参考にすることができる。
【０１５４】
　処理装置としては、積水化学工業社製の常圧プラズマ処理装置であるＡＰ－Ｔシリーズ
等を用いることができる。
【０１５５】
　コロナ処理としとは、ＳＯＦＴＡＬ（ソフタル）社のマルチナイフ電極を有するコロナ
処理、春日電機株式会社や株式会社トーヨー電機などで市販されている装置を用いて行う
ことができる。コロナ放電処理の強度は、電極間距離、単位面積当たりの出力、ジェネレ
ーターの周波数に依存する。
【０１５６】
　コロナ処理装置の一方の電極（Ａ電極）は、市販のものを用いることができるが、材質
はアルミニウム、ステンレスなどから選択ができる。もう一方はプラスチックフィルムを
抱かせるための電極（Ｂ電極）であり、コロナ処理が、安定且つ均一に実施されるように
、前記Ａ電極に対して一定の距離に設置されるロール電極である。これも通常市販されて
いるものを用いることができ、材質は、アルミニウム、ステンレス、及びそれらの金属で
できたロールに、セラミック、シリコン、ＥＰＴゴム、ハイパロンゴムなどがライニング
されているロールが好ましく用いられる。コロナ処理に用いる周波数は、２０ｋＨｚ以上
、１００ｋＨｚ以下の周波数であり、３０ｋＨｚ～６０ｋＨｚの周波数が好ましい。周波
数が低下するとコロナ処理の均一性が劣化し、コロナ処理のムラが発生する。また、周波
数が大きくなると、高出力のコロナ処理を行う場合には、特に問題ないが、低出力のコロ
ナ処理を実施する場合には、安定した処理を行うことが難しくなり、結果として、処理ム
ラが発生する。コロナ処理の出力は、１０～５００Ｗ・ｍｉｎ．／ｍ２であるが、２０～
４００Ｗ・ｍｉｎ．／ｍ２の出力が好ましい。電極とフィルムとの距離は、５ｍｍ以上、
５０ｍｍ以下であるが、好ましくは、１０ｍｍ以上、３５ｍｍ以下である。間隙が開いて
くると、一定の出力を維持するためにより高電圧が必要になり、ムラが発生しやすくなる
。また、間隙が狭くなりすぎると、印加する電圧が低くなりすぎ、ムラが発生しやすくな
る。更に、フィルムを搬送して連続処理する際に電極にフィルムが接触し傷が発生する。
【０１５７】
　（ＢＣ塗膜形成工程）
　本発明においてはバックコート層用塗膜を形成してもよい。本明細書中、「ＢＣ」はバ
ックコート層を意味するものとする。ＢＣ塗膜形成工程は、ＬＲ塗膜形成工程または表面
処理工程を実施するか否かにかかわらず、第１ＵＶ工程後において実施されればよい。Ｂ
Ｃ塗膜は所望により、本工程実施後のＵＶ工程で硬化が達成されてよい。
【０１５８】
　ＢＣ塗膜は、基材におけるＨＣを設けた側と反対側の面に形成される。ＢＣ塗膜は、Ｈ
Ｃを設けることで生じるカールを矯正するために設けられる。すなわち、ＢＣ塗膜を設け
た面を内側にして丸まろうとする性質を持たせることにより、カールの度合いをバランス
させることができる。ＢＣ塗膜は好ましくはブロッキング防止層を兼ねて塗設され、その
場合、ＢＣ塗膜用組成物には、ブロッキング防止機能を持たせるために微粒子が添加され
ることが好ましい。
【０１５９】
　ＢＣ塗膜用組成物に添加される微粒子としては無機化合物の例として、二酸化珪素、二
酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、
タルク、クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウム、酸化錫、酸化インジウム、酸化
亜鉛、ＩＴＯ、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネシウム及びリ
ン酸カルシウムを挙げることができる。これらの微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２
、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、
ＴＴ６００（以上、日本アエロジル株式会社製）、シーホスターＫＥ－Ｐ１０、同ＫＥ－
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Ｐ３０、同ＫＥ－Ｐ５０、同ＫＥ－Ｐ１００、同ＫＥ－Ｐ１５０、同ＫＥ－Ｐ２５０（以
上、日本触媒株式会社製）の商品名で市販されており、使用することができる。ポリマー
の例として、シリコーン樹脂、フッ素樹脂及びアクリル樹脂を挙げることができる。シリ
コーン樹脂が好ましく、特に三次元の網状構造を有するものが好ましく、例えば、トスパ
ール１０３、同１０５、同１０８、同１２０、同１４５、同３１２０及び同２４０（以上
東芝シリコーン株式会社製）の商品名で市販されており、使用することができる。
【０１６０】
　これらの微粒子の中でもアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖ、シーホスターＫ
Ｅ－Ｐ３０、同ＫＥ－Ｐ５０、及び同ＫＥ－Ｐ１００がヘーズを低く保ちながら、ブロッ
キング防止効果が大きいため特に好ましく用いられる。
【０１６１】
　ＢＣ塗膜に含まれる微粒子は、バインダーに対して０．１～５０質量％好ましくは０．
１～１０質量％であることが好ましい。
【０１６２】
　ＢＣ塗膜の形成に用いられる溶媒としては、例えば、ジオキサン、アセトン、メチルエ
チルケトン、メチルイソブチルケトン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、酢酸メチル、酢
酸エチル、トリクロロエチレン、メチレンクロライド、エチレンクロライド、テトラクロ
ロエタン、トリクロロエタン、クロロホルム、水、メタノール、エタノール、ｎ－プロピ
ルアルコール、ｉ－プロピルアルコール、ｎ－ブタノール、シクロヘキサノン、シクロヘ
キサノール、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチ
ルエーテル、または炭化水素類（トルエン、キシレン）等があげられ、適宜組みわされて
用いられる。
【０１６３】
　ＢＣ塗膜のバインダーとして用いられる樹脂としては、例えば塩化ビニル－酢酸ビニル
共重合体、塩化ビニル樹脂、酢酸ビニル樹脂、酢酸ビニルとビニルアルコールの共重合体
、部分加水分解した塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－塩化ビニリデン共重
合体、塩化ビニル－アクリロニトリル共重合体、エチレン－ビニルアルコール共重合体、
塩素化ポリ塩化ビニル、エチレン－塩化ビニル共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体
等のビニル系重合体または共重合体、ニトロセルロース、セルロースアセテートプロピオ
ネート（好ましくはアセチル基置換度１．８～２．３、プロピオニル基置換度０．１～１
．０）、ジアセチルセルロース、セルロースアセテートブチレート樹脂等のセルロース誘
導体、マレイン酸及び／またはアクリル酸の共重合体、アクリル酸エステル共重合体、ア
クリロニトリル－スチレン共重合体、塩素化ポリエチレン、アクリロニトリル－塩素化ポ
リエチレン－スチレン共重合体、メチルメタクリレート－ブタジエン－スチレン共重合体
、アクリル樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、ポリビニルブ
チラール樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステルポリウレタン樹脂、ポリエーテルポリウレタ
ン樹脂、ポリカーボネートポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエーテル樹脂、ポ
リアミド樹脂、アミノ樹脂、スチレン－ブタジエン樹脂、ブタジエン－アクリロニトリル
樹脂等のゴム系樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂等を挙げることができるが、これ
らに限定されるものではない。密着性、透明性の観点から、セルロース誘導体、特にセル
ロースアセテートプロピオネートが好ましい。
【０１６４】
　これらの塗布組成物をグラビアコーター、ディップコーター、リバースコーター、ワイ
ヤーバーコーター、ダイコーター、またはスプレー塗布、インクジェット塗布等を用いて
透明樹脂フィルムの表面にウェット膜厚１～１００μｍで塗布するのが好ましいが、特に
５～３０μｍであることが好ましい。
【０１６５】
　本工程においてＢＣ塗膜を形成した後は通常、４０～１５０℃で１０秒～５分間の乾燥
を行う。
【０１６６】
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　（後処理工程）
　本発明において上記工程を実施した後は、後処理工程として熱処理を行うことが好まし
い。上記工程で形成されたＨＣ、および所望によりＬＲおよびＢＣ等の層が、熱処理によ
って、安定化する。
【０１６７】
　熱処理は通常、８０～１５０℃で１０秒～３分間行う。
【０１６８】
　（基材）
　本発明において使用される基材は特に制限されるものではなく、厚み０．２～５ｍｍ程
度のシート状のものから、厚み２０～２００μｍのフィルム状のものまで使用可能である
。本発明においてはフィルム基材を、幅１ｍ以上でロール状に巻き取られた状態から繰り
出して、上記工程を連続的に行った後、ロール状に巻き取られることが好ましい。基材の
幅は通常、１～４ｍである。
【０１６９】
　基材厚み／基材幅は特に制限されるものではないが、１０～１００ｐｐｍ、特に１０～
８０ｐｐｍであることが好ましい。厚み／幅が上記範囲内の基材を用いた場合、フィルム
表面の硬度と平面性との両立が困難であるが、本発明ではそのような場合であってもフィ
ルム表面の硬度と平面性とを十分に向上させることができるためである。
【０１７０】
　基材に対するＨＣ塗膜の形成幅は、基材幅に対して７５％以上、特に８０～９９％であ
ることがさらに好ましい。７５％未満では歩留まりが低下し効率が悪く、９９％より広い
と液のフィルムの裏周りが発生し、搬送性に問題が生じるためである。
【０１７１】
　基材を構成する材料は、特に制限されず、光学的に等方性であるものが好ましい。例え
ば、トリアセチルセルロースフィルム、セルロースアセテートプロピオネートオネートフ
ィルム、セルロースジアセテートフィルム、セルロースアセテートブチレートフィルム等
のセルロースエステル系フィルム、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレ
ート等のポリエステル系フィルム、ポリカーボネート系フィルム、ポリアリレート系フィ
ルム、ポリスルホン（ポリエーテルスルホンも含む）系フィルム、ポリエチレンフィルム
、ポリプロピレンフィルム、セロファン、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアル
コールフィルム、エチレンビニルアルコールフィルム、シンジオタクティックポリスチレ
ン系フィルム、ノルボルネン樹脂系フィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリエーテ
ルケトンフィルム、ポリエーテルケトンイミドフィルム、ポリアミドフィルム、フッ素樹
脂フィルム、ナイロンフィルム、シクロオレフィンポリマーフィルム、ポリメチルメタク
リレートフィルムまたはアクリルフィルム等を挙げることができるが、これらに限定され
るわけではない。これらの内、セルロースエステルフィルム（例えば、コニカミノルタタ
ックＫＣ８ＵＸ２Ｍ、ＫＣ４ＵＸ２Ｍ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ８ＵＴ、ＫＣ５ＵＮ、ＫＣ１２
ＵＲ、ＫＣ８ＵＣＲ－３、ＫＣ８ＵＣＲ－４（以上、コニカミノルタオプト（株）製））
、ポリカーボネートフィルム、シクロオレフィンポリマーフィルム、ポリエステルフィル
ムが好ましく、本発明においては、特にセルロースエステル系フィルムが、製造上、コス
ト面、等方性、接着性、及び本発明の目的効果が好適に得られることから好ましい。
【０１７２】
　基材フィルムとして好ましいセルロースエステルフィルムについて詳しく説明する。
【０１７３】
　セルロースエステルは、セルロースの低級脂肪酸エステルであることが好ましい。セル
ロースの低級脂肪酸エステルにおける低級脂肪酸とは炭素原子数が６以下の脂肪酸を意味
し、例えば、セルロースアセテート、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート
等や、特開平１０－４５８０４号、同０８－２３１７６１号、米国特許第２，３１９，０
５２号等に記載されているようなセルロースアセテートプロピオネート、セルロースアセ
テートブチレート等の混合脂肪酸エステルを用いることができる。上記記載の中でも、特
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に好ましく用いられるセルロースの低級脂肪酸エステルはセルローストリアセテート、セ
ルロースアセテートプロピオネートである。これらのセルロースエステルは単独或いは混
合して用いることができる。
【０１７４】
　セルローストリアセテートの場合には、平均酢化度（結合酢酸量）５４．０～６２．５
％のものが好ましく用いられ、更に好ましいのは、平均酢化度が５８．０～６２．５％の
セルローストリアセテートである。平均酢化度が小さいと寸法変化が大きく、また偏光板
の偏光度が低下する。平均酢化度が大きいと溶剤に対する溶解度が低下し生産性が下がる
。セルローストリアセテート以外で好ましいセルロースエステルは炭素原子数２～４のア
シル基を置換基として有し、アセチル基の置換度をＸとし、プロピオニル基又はブチリル
基の置換度をＹとした時、下記式（Ｉ）及び（II）を同時に満たすセルロースエステルを
含むセルロースエステルである。
【０１７５】
　式（Ｉ）　２．６≦Ｘ＋Ｙ≦３．０
　式（II）　０≦Ｘ≦２．５
　この内特にセルロースアセテートプロピオネートが好ましく用いられ、中でも１．９≦
Ｘ≦２．５、０．１≦Ｙ≦０．９であることが好ましい。アシル基で置換されていない部
分は通常水酸基として存在しているものである。これらは公知の方法で合成することがで
きる。アシル基の置換度の測定方法はＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６に準じて測定することが
できる。
【０１７６】
　セルロースエステルの分子量は数平均分子量（Ｍｎ）で６００００～３０００００のも
のが好ましく、７００００～２０００００のものが更に好ましく、１０００００～２００
０００のものが特に好ましい。本発明で用いられるセルロースエステルは重量平均分子量
（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ）比が４．０以下であることが好ましく、更に好ましくは
１．４～２．３である。
【０１７７】
　セルロースエステルの平均分子量及び分子量分布は、高速液体クロマトグラフィーを用
い測定できるので、これを用いて数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）を算出
し、その比を計算することができる。
【０１７８】
　測定条件は以下の通りである。
【０１７９】
　溶媒：メチレンクロライド
　カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ８０６，Ｋ８０５，Ｋ８０３Ｇ（昭和電工（株）製を３本接
続して使用した）
　カラム温度：２５℃
　試料濃度：０．１質量％
　検出器：ＲＩ　Ｍｏｄｅｌ　５０４（ＧＬサイエンス社製）
　ポンプ：Ｌ６０００（日立製作所（株）製）
　流量：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
　校正曲線：標準ポリスチレンＳＴＫ　ｓｔａｎｄａｒｄ　ポリスチレン（東ソー（株）
製）
Ｍｗ＝１，０００，０００～５００迄の１３サンプルによる校正曲線を使用した。１３サ
ンプルは、ほぼ等間隔に用いることが好ましい。
【０１８０】
　セルロースエステルは綿花リンター、木材パルプ、ケナフ等を原料として合成されたセ
ルロースエステルを単独或いは混合して用いることができる。特に綿花リンター（以下、
単にリンターとすることがある）から合成されたセルロースエステルを単独或いは混合し
て用いることが好ましい。
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【０１８１】
　セルロースエステルフィルムは、いわゆる溶液流延法または溶融流延法によって製造す
ることができる。その際、セルロースエステルフィルムには、可塑剤、紫外線吸収剤、無
機微粒子等の添加剤が含有されてもよい。
【０１８２】
　（ハードコートフィルム）
　以上の方法で得られた本発明のハードコートフィルムは、表面の鉛筆硬度として３Ｈ以
上、好ましくは４Ｈ以上を達成する。
【０１８３】
　鉛筆硬度は、作製した反射防止フィルム試料を温度２３℃、相対湿度５５％の条件で２
時間以上調湿した後、ＪＩＳ　Ｓ　６００６が規定する試験用鉛筆を用いて、ＪＩＳ　Ｋ
　５４００が規定する鉛筆硬度評価方法に従い測定した値である。
【０１８４】
　（用途）
　本発明のハードコートフィルムは、反射防止フィルム等の光学フィルムとしての使用に
特に適している。
【０１８５】
　本発明の反射防止フィルムを、例えば偏光板保護フィルムとして使用する場合、当該保
護フィルムの厚さは１０～５００μｍが好ましい。特に２０μｍ以上、更に３５μｍ以上
が好ましい。また、１５０μｍ以下、更に１２０μｍ以下が好ましい。特に好ましくは２
５以上～９０μｍが好ましい。上記領域よりも反射防止フィルムが厚いと偏光板加工後の
偏光板が厚くなり過ぎ、ノート型パソコンやモバイル型電子機器に用いる液晶表示におい
ては、特に薄型軽量の目的には適さない。一方、上記領域よりも薄いと、リターデーショ
ンの発現が困難となること、フィルムの透湿性が高くなり偏光子に対して湿度から保護す
る能力が低下してしまうために好ましくない。
【０１８６】
　本発明の反射防止フィルムを用いた偏光板について述べる。偏光板は一般的な方法で作
製することができる。本発明の反射防止フィルムの裏面側をアルカリ鹸化処理し、処理し
た反射防止フィルムを、ヨウ素溶液中に浸漬延伸して作製した偏光膜の少なくとも一方の
面に、完全鹸化型ポリビニルアルコール水溶液を用いて貼り合わせることが好ましい。も
う一方の面に該反射防止フィルムを用いても、別の偏光板保護フィルムを用いてもよい。
本発明の反射防止フィルムに対して、もう一方の面に用いられる偏光板保護フィルムは面
内リターデーションＲｏが５９０ｎｍで、２０～７０ｎｍ、Ｒｔが７０～４００ｎｍの位
相差を有する光学補償フィルム（位相差フィルム）を用いることが好ましい。これらは例
えば、特開２００２－７１９５７号、特願２００２－１５５３９５号記載の方法で作製す
ることができる。または、更にディスコチック液晶等の液晶化合物を配向させて形成した
光学異方層を有している光学補償フィルムを兼ねる偏光板保護フィルムを用いることが好
ましい。例えば、特開２００３－９８３４８号記載の方法で光学異方性層を形成すること
ができる。或いは、特開２００３－１２８５９号記載のリターデーションＲｏが５９０ｎ
ｍで０～５ｎｍ、Ｒｔが－２０～＋２０ｎｍの無配向フィルムも好ましく用いられる。
【０１８７】
　本発明の反射防止フィルムと組み合わせて使用することによって、安定した視野角拡大
効果を有する偏光板を得ることができる。
【０１８８】
　裏面側に用いられる偏光板保護フィルムとしては、市販のセルロースエステルフィルム
として、ＫＣ８ＵＸ２ＭＷ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ８ＵＹ、ＫＣ１
２ＵＲ、ＫＣ４ＵＥＷ、ＫＣ８ＵＣＲ－３、ＫＣ８ＵＣＲ－４、ＫＣ８ＵＣＲ－５、ＫＣ
４ＦＲ－１、ＫＣ４ＦＲ－２、ＫＣ８ＵＥ、ＫＣ４ＵＥ（コニカミノルタオプト（株）製
）等が好ましく用いられる。
【０１８９】
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　偏光板の主たる構成要素である偏光膜とは、一定方向の偏波面の光だけを通す素子であ
り、現在知られている代表的な偏光膜は、ポリビニルアルコール系偏光フィルムで、これ
はポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を染色させたものと二色性染料を染色させた
ものがあるがこれのみに限定されるものではない。偏光膜は、ポリビニルアルコール水溶
液を製膜し、これを一軸延伸させて染色するか、染色した後一軸延伸してから、好ましく
はホウ素化合物で耐久性処理を行ったものが用いられている。偏光膜の膜厚は５～３０μ
ｍ、好ましくは８～１５μｍの偏光膜が好ましく用いられる。該偏光膜の面上に、本発明
の反射防止フィルムの片面を貼り合わせて偏光板を形成する。好ましくは完全鹸化ポリビ
ニルアルコール等を主成分とする水系の接着剤によって貼り合わせる。
【０１９０】
　本発明の反射防止フィルムを用いて作製した偏光板を表示装置に組み込むことによって
、種々の視認性に優れた画像表示装置を作製することができる。
【０１９１】
　本発明の反射防止フィルムは前記偏光板に組み込まれ、反射型、透過型、半透過型液晶
表示装置またはＴＮ型、ＳＴＮ型、ＯＣＢ型、ＨＡＮ型、ＶＡ型（ＰＶＡ型、ＭＶＡ型）
、ＩＰＳ型、ＯＣＢ型等の各種駆動方式の液晶表示装置で好ましく用いられる。
【０１９２】
　また、本発明の反射防止フィルムは、プラズマディスプレイ、フィールドエミッション
ディスプレイ、有機ＥＬディスプレイ、無機ＥＬディスプレイ、電子ペーパー等の各種画
像表示装置にも好ましく用いられる。
【実施例】
【０１９３】
（フィルム基材１の製造）
　（ドープ１）
　下記の材料を、順次密閉容器中に投入し、容器内温度を２０℃から８０℃まで昇温した
後、温度を８０℃に保ったままで３時間攪拌を行って、セルロースエステルを完全に溶解
した。酸化ケイ素微粒子は予め添加する溶媒と少量のセルロースエステルの溶液中に分散
して添加した。このドープを濾紙（安積濾紙株式会社製、安積濾紙Ｎｏ．２４４）を使用
して濾過し、ドープ１を得た。
【０１９４】
　セルローストリアセテート（アセチル基置換度２．９５）　　　　　　１００質量部
　トリメチロールプロパントリベンゾエート　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　エチルフタリルエチルグリコレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　酸化ケイ素微粒子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２質量部
　（アエロジルＲ９７２Ｖ、日本アエロジル株式会社製）
　チヌビン１０９（チバ・ジャパン社製）　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
　チヌビン１７１（チバ・ジャパン社製）　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
　ブタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　次に、得られたドープ１を、温度３５℃に保温した流延ダイを通より、ステンレス鋼製
エンドレスベルトよりなる温度３５℃の支持体上に流延して、ウェブを形成した。次いで
、ウェブを支持体上で乾燥させ、ウェブの残留溶媒量が８０質量％になった段階で、剥離
ロールによりウェブを支持体から剥離した。
【０１９５】
　剥離後のウェブを、上下に複数配置したロールによる搬送乾燥工程で９０℃の乾燥風に
て乾燥させながら搬送し、続いてテンターでウェブ両端部を把持した後、温度１３０℃で
幅方向に延伸前の１．１倍となるように延伸した。テンターでの延伸の後、ウェブを上下
に複数配置したロールによる搬送乾燥工程で、温度１３５℃の乾燥風にて乾燥させた。そ
の後、室温まで冷却して巻き取り、幅１３３０ｍｍ、膜厚８０μｍ、長さ４０００ｍ、屈
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折１．４９の長尺のフィルム基材１を作製した。またフィルム基材１は、両端部に幅１ｃ
ｍ、平均高さ１０μｍのナーリング加工を施して巻き取った。ステンレスバンド支持体の
回転速度とテンターの運転速度から算出される剥離直後のウェブ搬送方向の延伸倍率は、
１．１倍であった。
（フィルム基材２の製造）
　ドープの流涎流量を調整することによりフィルム基材の厚みを４０μｍとしたこと以外
、フィルム基材１の製造と同様の方法によりフィルム基材２を製造した。
（フィルム基材３の製造）
　ドープの流涎流量を調整することによりフィルム基材の厚みを４０μｍとしたこと、お
よび基材幅を２３００ｍｍとしたこと以外、フィルム基材１の製造と同様の方法によりフ
ィルム基材３を製造した。
（フィルム基材４の製造）
　ドープの流涎流量を調整することによりフィルム基材の厚みを４０μｍとしたこと、お
よび基材幅を３０００ｍｍとしたこと以外、フィルム基材１の製造と同様の方法によりフ
ィルム基材４を製造した。
（フィルム基材５の製造）
　ドープの流涎流量を調整することによりフィルム基材の厚みを１５０μｍとしたこと以
外、フィルム基材１の製造と同様の方法によりフィルム基材５を製造した。
＜実施例１；反射防止フィルム１の製造＞
　下記のハードコート層組成物１を、孔径０．４μｍのポリプロピレン製フィルターで濾
過して、ハードコート層塗布液を調製した。これを押出しコーターを用いてフィルム基材
１の表面に塗布し、温度８０℃で乾燥した（ＨＣ塗膜形成工程）。その後、紫外線ランプ
を用い、照射部の照度８０ｍＷ／ｃｍ２および光量８０ｍＪ／ｃｍ２でハードコート塗布
面側から紫外線照射を行うことで塗布層を硬化させた（ＵＶ工程Ａ）。次に、下記バック
コート層組成物１を、ウェット膜厚１４μｍとなるように、フィルム基材１のハードコー
ト層を塗布した面とは反対の面に押出しコーターで塗布し、温度５０℃にて乾燥し、フィ
ルム１を作成した（ＢＣ形成工程）。
【０１９６】
　（ハードコート層組成物１）
　下記材料を攪拌、混合しハードコート層組成物１とした。
【０１９７】
　ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　　　　　　　　　９０質量部
　（ＮＫエステルＡ－ＤＰＨ、新中村化学工業株式会社製）
　ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
　ペンタエリスリトールテトラアクリレート　　　　　　　　　　　　　　６０質量部
　ウレタンアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　（新中村化学工業社製　商品名Ｕ－４ＨＡ、多官能アクリレート）
　イルガキュア１８４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８質量部
　（チバ・ジャパン株式会社製）
　イルガキュア９０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　（チバ・ジャパン株式会社製）
　ポリエーテル変性シリコーン化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　９質量部
（商品名；ＫＦ－３５５Ａ、信越化学工業株式会社製、レベリング剤）
　プロピレングリコールモノメチルエーテル　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　（バックコート層組成物１）
　アセトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４質量部
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２質量部
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　セルロースアセテートプロピオネート　　　　　　　　　　　　　　　０．６質量部
　（アセチル基置換度１．９、プロピオニル基置換度０．８）
　超微粒子シリカ２％アセトン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　０．２質量部
　（日本アエロジル株式会社製アエロジル２００Ｖ）
　次に、上記作製したフィルム１のハードコート層をアルカリ鹸化処理により表面処理し
た。詳しくは上記作製したフィルム１を、５０℃に加熱した１Ｎの水酸化ナトリウム水溶
液に２分間浸漬し、アルカリ処理を行い、水洗後、２５℃の０．５％－Ｈ２ＳＯ４水溶液
で３０秒間浸漬し、中和させ、水洗、乾燥を行い、アルカリ鹸化処理済みのフィルム１を
作製した（表面処理工程）。
【０１９８】
　上記アルカリ鹸化処理済みのフィルム１に、ハードコート層塗布面側から、再度紫外線
ランプを用い、照度１００ｍＷ／ｃｍ２および光量１６０ｍＪ／ｃｍ２で紫外線照射を行
った（ＵＶ工程Ｂ）。連続してハードコート層面上に、下記低屈折率層組成物１を押出し
コーターで塗布し、１００℃で１分間乾燥させた（ＬＲ塗膜形成工程）。ハードコート層
塗布面側から、再度、紫外線を照射部の照度１００ｍＷ／ｃｍ２および光量１６０ｍＪ／
ｃｍ２で照射した（ＵＶ工程Ｃ）。更に、フィルムに１３０℃１分の熱処理を行った後（
後処理工程）、ロール状に巻き取った。次いで、６０℃で２日間加熱エージング処理して
反射防止フィルム１を製造した。ハードコート層のドライ膜厚は１２μｍであり、低屈折
率層のドライ膜厚は８５ｎｍであった。
【０１９９】
　（低屈折率層組成物１；重縮合型）
　プロピレングリコールモノメチルエーテル　　　　　　　　　　　　　２００質量部
　イソプロピルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６０質量部
　テトラエトキシシラン加水分解物Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　１２０質量部
　γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　　　　　　　　４質量部
（商品名：ＫＢＭ５０３、信越化学工業社製）
　イソプロピルアルコール分散中空シリカ粒子ゾル　　　　　　　　　　　３０質量部
（固形分２０％、触媒化成工業社製のシリカゾル、商品名：ＥＬＣＯＭ　Ｖ－８２０９）
　アルミニウムエチルアセトアセテート・ジイソプロピレート　　　　　　　２質量部
　シリコーン系界面活性剤（ＦＺ－２２０７、日本ユニカー株式会社製）の
　１０％プロピレングリコールモノメチルエーテル液　　　　　　　　　　　３質量部
　酢酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４質量部
　（テトラエトキシシラン加水分解物Ａの製造）
　テトラエトキシシラン２０５ｇとトリデカフルオロオクチルトリメトキシシラン２５ｇ
、及びエタノール４４０ｇとを混和し、これに２％酢酸水溶液１２０ｇを添加した後、温
度２５℃のウォーターバス中で２０時間攪拌することで、シラン加水分解物Ａを調製した
。
＜実施例２～６、９～１２／比較例１～６＞
　所定のフィルム基材を用いたこと、所定の低屈折率層塗布組成物を用いたこと、ＵＶ工
程を所定の条件で行ったこと以外、実施例１と同様の方法で、反射防止フィルムを製造し
た。
【０２００】
　なお、表１において低屈折率層の列において「－」はＬＲ塗膜形成工程を行わなかった
ことを示す。
【０２０１】
　各ＵＶ工程の列において「－」は当該ＵＶ工程を行わなかったことを示す。
＜実施例７＞
　実施例１と同様の方法で作製したフィルム１のハードコート層に表面処理を行うことな
く、ハードコート層表面に下記低屈折率層組成物２を押出しコーターで塗布し、１００℃
で１分間乾燥させた（ＬＲ塗膜形成工程）。ハードコート層塗布面側から、紫外線を照射
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部の照度１００ｍＷ／ｃｍ２および光量１６０ｍＪ／ｃｍ２で照射し（ＵＶ工程Ｂ）、１
分間放置した。さらにハードコート層塗布面側から、紫外線を照射部の照度１００ｍＷ／
ｃｍ２および光量１６０ｍＪ／ｃｍ２で照射した（ＵＶ工程Ｃ）。低屈折率層の厚さは８
５ｎｍであった。更に、フィルムに１３０℃１分の熱処理を行った後（後処理工程）、ロ
ール状に巻き取った。次いで、６０℃で２日間加熱エージング処理して反射防止フィルム
を製造した。
【０２０２】
　（低屈折率層組成物２；カチオン重合型）
　（カチオン重合性化合物）
　〔１－（３－エチル－３－オキセタニル）メチル〕エーテル　　　　　　６．５質量部
　３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシルメチルカルボキシレート　０．５質量部
　含フッ素エポキシ化合物１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
　（カチオン重合性開始剤）
　トリアリルスルフォニウムヘキサフルオロフォスフィン塩　　　　　　　０．２質量部
　（微粒子）
　イソプロピルアルコール分散中空シリカ微粒子ゾル　　　　　　　　　　６．９質量部
（固形分２０％、触媒化成工業社製シリカゾル、商品名：ＥＬＣＯＭ　Ｖ－８２０９）
　（添加剤）
　シリコーン化合物（ＦＺ－２２０７、日本ユニカー株式会社製）の１０％プロピレン
　グリコールモノメチルエーテル液　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９質量部
　（溶媒）
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　（含フッ素エポキシ化合物１の製造）
　１，３－ジヒドロキシヘキサフルオロイソプロピルベンゼン８１．０３ｇとエピクロロ
ヒドリン１８５ｇを混合し、水酸化ナトリウム１６．２７ｇと水４０ｍｌを加え、撹拌下
で加熱還流させた。１３０℃で３時間反応後、自然冷却し、生成した塩化ナトリウムを吸
引濾過により除去した。得られた濾液をクロロホルム－水により抽出し、有機層を乾燥、
濾過、濃縮することにより、含フッ素エポキシ化合物１を９５．７ｇ得た。
＜実施例８＞
　実施例１と同様の方法で作製したフィルム１のハードコート層に表面処理を行うことな
く、ハードコート層表面に下記低屈折率層組成物３を押出しコーターで塗布し、１００℃
で１分間乾燥させた（ＬＲ塗膜形成工程）。ハードコート層塗布面側から、紫外線を照射
部の照度１００ｍＷ／ｃｍ２および光量１６０ｍＪ／ｃｍ２で照射し（ＵＶ工程Ｂ）、１
分間放置した。さらにハードコート層塗布面側から、紫外線を照射部の照度１００ｍＷ／
ｃｍ２および光量２００ｍＪ／ｃｍ２で照射した（ＵＶ工程Ｃ）。低屈折率層の厚さは９
０ｎｍであった。更に、フィルムに１３０℃１分の熱処理を行った後（後処理工程）、ロ
ール状に巻き取った。次いで、６０℃で２日間加熱エージング処理して反射防止フィルム
を製造した。
【０２０３】
　（低屈折率層組成物３；カチオン重合型）
　（カチオン重合性化合物）
　エポキシ基を有するアルコキシシラン化合物Ａ－１　　　　　　　　　　６．５質量部
　〔１－（３－エチル－３－オキセタニル）メチル〕エーテル　　　　　　０．５質量部
　含フッ素エポキシ化合物１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
　（カチオン重合性開始剤）
　トリアリルスルフォニウムヘキサフルオロフォスフィン塩　　　　　　　０．２質量部
　（微粒子）
　イソプロピルアルコール分散中空シリカ微粒子ゾル　　　　　　　　　　６．９質量部
（固形分２０％、触媒化成工業社製シリカゾル、商品名：ＥＬＣＯＭ　Ｖ－８２０９）
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　（添加剤）
　シリコーン化合物（ＦＺ－２２０７、日本ユニカー株式会社製）の１０％プロピレン
　グリコールモノメチルエーテル液　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９質量部
　　（溶媒）
　メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０質量部
　メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
（エポキシ基を有するアルコキシシラン化合物Ａ－１の製造）
　γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン９４．５部、メチルイソブチルケトン８
９．１部、０．１質量％水酸化カリウム水溶液１０．８部を反応容器に仕込み、８０℃に
昇温し、５時間反応させた。反応終了後、洗浄液が中性になるまで、０．５質量％酢酸水
溶液を用いて推薦を繰り返した、ついで減圧下で溶媒を除去することによりケイ素化合物
（Ａ－１）６７部を得た。得られたエポキシ当量は１６４ｇ／ｅｑ、屈折率１．４７２で
あった。
【０２０４】
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【表１】

【０２０５】
＜評価＞
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（鉛筆硬度）
　湿熱処理後の反射防止フィルムにおけるハードコート層形成側の表面について、鉛筆硬
度を測定した。詳しくは反射防止フィルムを温度２３℃、相対湿度５５％の条件で、２４
時間調湿した後、鉛筆硬度を下記方法で評価した。ＪＩＳ－Ｓ６００６が規定する試験用
鉛筆を用いて、ＪＩＳ－Ｋ５４００が規定する鉛筆硬度評価法に従い、５００ｇのおもり
を用いて各硬度の鉛筆で所定の表面を５回繰り返し引っ掻き、傷が１本までの硬度を測定
した。数字が高いほど、高硬度を示し、硬度が３Ｈ以上で実用上問題のない範囲であり、
４Ｈ以上で好ましい範囲である。
（平面性）
　反射防止フィルムにおけるハードコート層形成側の表面について、平面性を評価した。
詳しくは、ハードコート層形成表面上の蛍光灯の反射像を観察し、以下の通り評価した。
【０２０６】
　◎；蛍光灯の反射像にゆがみがない
　○；蛍光灯の反射像のゆがみが僅かであり、実用上問題がなかった
　×；蛍光灯の反射像のゆがみが非常に大きく実用上問題があった
（促進耐光試験後の耐傷性）
　実施例３、７、８で作製した反射防止フィルムにおける低屈折率層形成表面について、
促進耐光試験後の耐傷性について評価した。詳しくは、実施例３、７、８で作製した反射
防止フィルムの表面に、スーパーキセノンウェザーメーター（ＳＸ１２０、スガ試験機（
株）製）を用いて、光量１００Ｗ／ｍ２；３００～４００ｎｍ、ブラックパネル温度５０
℃、湿度６５％、試験時間２００時間の条件にてＵＶ照射試験を行った。その後、耐擦傷
性試験を行った。
【０２０７】
　作製した反射防止フィルムサンプルを５ｃｍ×１０ｃｍの大きさに切り出し、日本スチ
ールウール株式会社製ボンスター＃００００のスチールウール（ＳＷ）に５００ｇ／ｃｍ
２の荷重をかけ、１０往復したときの１ｃｍ幅当たりの傷の本数を測定した。尚、傷の本
数は荷重をかけた部分の中で最も傷の本数の多い所で測定する。傷の本数が少ないほど耐
傷性が優れている。
【０２０８】
　◎：傷の本数が０～５本／ｃｍ
　○：傷の本数が５～１０本／ｃｍ
　△：傷の本数が１０～２０本／ｃｍ
　×：２１本／ｃｍ以上
【０２０９】
【表２】
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